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午前９時00分 開議  

  開議の宣告 

議長（加藤保郎君） 

 おはようございます。 

 ただいまの出席議員は12名で、定足数に達しています。 

 これより本日の会議を開きます。 

 本日の日程は、お手元に配付しました議事日程のとおり行いたいと思いますので、よろしく

お願いします。 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

  会議録署名議員の指名 

議長（加藤保郎君） 

 日程第１、会議録署名議員の指名を行います。 

 本日の会議録署名議員に、８番 植松康祐君、９番 大沢まり子さんの２名を指名します。 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

  一般質問 

議長（加藤保郎君） 

 日程第２、一般質問を行います。 

 町政一般に対する質問の通告がありましたので、受け付け順序に従って発言を許します。 

 なお、質問、答弁とも、簡潔・明瞭にされるようお願いします。 

 １番 高山由行君。 

 一問一答方式の申し出がありましたので、これを許可します。 

１番（高山由行君） 

 おはようございます。 

 議長のお許しをいただきましたので、一般質問を始めたいと思いますが、それに先立ちまし

て、まず２点ほど、少しお話しさせてください。 

 去年も私、一般質問でお話ししましたけど、まさに今、御嵩の財産であるみたけの森のササ

ユリが満開であります。きょうあしたが見ごろということで、ぜひ議員の皆さんももちろんで

すが、執行部の皆さんもぜひ１回は足を運んでいただいて、御嵩の財産を見ていただいて、い

いものがあるということを再認識していただきたい。 

 それともう１つ、先日、役場の庁内で若手の集まったワークショップが行われたと聞き及ん

でおります。私、先回の質問のときに、人口減少の問題のときに、御嵩町の職員の若手で何か

話し合っていって、将来について話し合っていただきたいということを話しましたが、御嵩町
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内の役場の中で若手が話し合える土壌があるということが、私、大変自分でもうれしかったと

いうことで、１つ申し添えておきます。 

 それでは、大項目２点ほど、１点目は髙木教育長に、２点目は田中教育参事と渡邊町長に一

般質問をさせていただきますので、よろしくお願いします。 

 まず１点目の質問であります。 

 土曜授業について、御嵩町教育委員会の考え方、方向性などについてお伺いします。 

 まず、学校週５日制の経緯ですが、1970年代に議論が始まりまして、1980年（昭和55年）の

学習指導要領の改正により開始された、これが私もよくわかりませんでしたけど、メディアが

ゆとり教育と言っているのか、国のほうがゆとり教育という言葉を発しているのかはよくわか

りませんでした、実際調べておる中で。皆さんが言われておるゆとり教育を推進する中、学力

重視の詰め込み教育をやめ、学習時間と内容を減らしてゆとりのある学校を目指したもので、

それにより1992年（平成４年）９月より月１回、1995年（平成７年）４月より月２回、土曜日

を休日にし、平成14年度から完全学校週５日制を実施しております。そして、この週５日制を

もって、ゆとり教育の実質的な開始と言われておりますが、このゆとり教育は国際学力テスト

で順位を落としたことなどから、この教育方針では学力低下などが進んでしまうと指摘され、

平成20年の学習指導要領の改訂によりゆとり教育の見直しがされました。 

 それが、これも言葉ははっきりとは決まりごとはないかもわかりませんけど、脱ゆとり教育

と称される教育施策でありますが、平成17年の当時の中山成彬文部科学大臣による中央教育審

議会への学習指導要領の見直し要請に始まり、平成19年の第１次安倍内閣の主導でゆとり教育

の見直し着手という経緯となっておりますが、各自治体の教育関係者も、この教育方針の転換

で、我が御嵩町も含めてですが、その都度、総合学習の大幅な削減や、平均で25％増となった

と言われる教科書への対応、総授業数の大幅な増加に対して対応してきていただいたところで

あります。まさに現髙木教育長の現役教員のときの話でありますので、教育長自身、現場での

対応に御苦労があったと考えますが、第２次安倍政権下、移行期間を経まして、ゆとり教育の

終えんと言われ、2010年、東京都教育委員会において、条件や制限つきで小・中学校の土曜日

の授業を認め、2011年には土曜授業をマニフェストに掲げた橋下徹大阪市長が当選し、2013年

４月より、小・中５校ではありますが、土曜授業を開始しております。 

 このような脱ゆとり教育と言われる政策を推進する中、昨年の３月に文部科学省内に土曜授

業に関する検討チームを立ち上げ、６月28日に中間のまとめ発表、９月30日に最終まとめが公

表され、その結果を受け、11月に学校教育法の施行規則を改正し、市町村教育委員会の判断で

土曜授業を可能にしました。 

 改正前の規則では、公立学校の休業日は第61条第２号に日曜日及び土曜日と規定されており
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ますが、前規定でも特別の必要がある場合はこの限りではないと規定され、この条文の解釈で、

東京都や大阪市は先行して土曜授業を実施したと思われます。 

 改正後の規則では、前規定が「特別の必要がある場合は、この限りではない」を「当該学校

を設置する地方公共団体の教育委員会が必要と認める場合は、この限りではない」と改正し、

土曜授業を行うことが可能であることをより明確化しております。 

 文部科学省が推進している公立学校の土曜授業でありますが、今年度の文部科学省の予算に

も、土曜日の教育活動の推進として新規に13億円程度予算措置しており、また各学校において

質の高い土曜授業を実施するためモデル校を募集し、支援しているということで、岐阜県では

山県市がモデル校３校で導入しているところであります。 

 山県市の話をしましたので、岐阜県の各市町村の動向でありますが、昨年の施行規則の改正、

そして本年度の文科省の予算措置もあり、本年度から導入市町村も、岐阜市、本巣市、山県市

の３市が導入しているようであります。地元新聞にも記事になっていまして、私、切り抜きを

きょういろいろと持ってきておりますが、まず最初に岐阜新聞、私が確認しただけです、４月

27日の新聞、５月11日の中日新聞、５月15日の読売新聞、また５月31日にも読売新聞で、読売

新聞さんが自分たちの独自アンケートとかいろいろとやっていまして、論調は別としまして、

記事をたくさん書いております。読売新聞の記事は、県下の教育委員会に行った独自アンケー

トでの本年度の調査結果と、多くの市町村教育委員会が土曜授業の導入には慎重な姿勢である

との紙面でありました。 

 授業の導入に当たってのハードルは幾つもあると思います。例えば目的を学力向上のため正

規の授業に当てるのか、また課外授業的な教育活動にするのか、教員の増員や教員以外の指導

者などを求めるならば予算も必要になってきますし、教員の負担増をどう考えていくか、多々

あります。本当に子供のためになるような教育ができるよう、この土曜授業をコーディネート

していかなくてはなりません。 

 我が御嵩町の教育委員会では、今現在どのような方向性を持っているのか、教育長にお伺い

します。 

 まず第１点目に、当教育委員会では、学校教育法施行規則の改正に伴う土曜授業に関する事

項をどのように議論されましたでしょうか。 

 ２点目に、各学校において教員の方、どのように議論されましたでしょうか。 

 ３点目に、保護者の方、またＰＴＡではどのような話し合いを持たれましたでしょうか。 

 ４点目に、岐阜県でも本年度導入、また導入を目指して動き出している市町村もあります。

また、来年度から始めるという町村もあるようですが、本町においては、今後どのようなスケ

ジュールで議論していくのか。他市町村の動向もありますが、きょう可児市でも一般質問があ
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るようですが、その中でも可児市のある議員が教育長に対して土曜授業の一般質問をするとい

うふうに聞き及んでおりますが、現時点で本事項に対する総論も踏まえて、４点ほど教育長に

お伺いします。御答弁をよろしくお願いします。 

議長（加藤保郎君） 

 教育長 髙木俊朗君。 

教育長（髙木俊朗君） 

 皆様、おはようございます。 

 高山議員の御質問、土曜授業についてお答えいたします。 

 土曜授業とは、代休日を設けずに土曜日に正規の授業を行うものです。御嵩町の学校では、

ＰＴＡ参観日や運動会、音楽会など、土曜日に授業を行っていますが、月曜日を振りかえ休業

日としているため、ここでいう土曜授業には当たりません。 

 それでは、最初の質問、御嵩町教育委員会では土曜授業に関する事項をどのように議論した

かについてお答えいたします。 

 今までの経過については、高山議員の説明されたとおりでありますが、３点つけ加えます。 

 １点目は、今までの家庭、地域の取り組みについてです。 

 学校週５日制は、学校、家庭、地域の３者が互いに連携し、役割分担しながら社会全体とし

て子供を育てるという基本理念で、平成４年９月からの段階的実施を経て、平成14年度から完

全実施されたものです。当時、御嵩町教育委員会は、土曜日の受け皿づくりに努力し、家庭や

地域社会に積極的に働きかけてきました。そのため、１家庭１実践の取り組み、４公民館によ

る地域子ども教室の実践、御嵩町スポーツ少年団、みたけスポーツ文化倶楽部、御嵩町子ども

会育成協議会、御嵩町青少年育成町民会議等々の活動、学校やＰＴＡによる土曜日の活動、御

嵩町や公民館等主催の行事での小・中学生のボランティア活動等々、家庭や地域で主体的に取

り組む内容が本当に充実してきました。 

 ２点目は、学力向上の取り組みについてです。 

 平成元年の学習指導要領改訂により、生活課の新設、授業時数、教科内容の１割削減、平成

10年の学習指導要領改訂により、総合的な学習の時間の新設、年間事業時数70時間削減等が実

施され、それを原因とする学力低下論争が起きてきました。これに対し文部科学省は、平成14

年１月、確かな学力向上のための2002アピール「学びのすすめ」を発表し、学力向上に本腰を

入れ始めました。平成14年４月１日、完全学校週５日制の開始と同時に、御嵩小学校と共和中

学校は文部科学省より学力向上フロンティア事業の研究指定を受けました。その取り組みは継

続され、現在は全小・中学校で御嵩町学力向上推進事業として取り組んでおるところでありま

す。 
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 ３点目は、授業時数の確保についてです。 

 平成20年の学習指導要領改訂により、基礎・基本の充実とか思考力、判断力、表現力の育成、

授業時数の大幅な増加、指導内容の充実、小学校外国語活動の導入等、文部科学省は大きな見

直しを行いました。平成23年度から新学習指導要領が実施され、授業時数は小１が68時間、小

２が70時間、小３から中３が35時間の増加となりました。それに対応するためには、学校週５

日制では授業時数の不足が懸念されました。可茂地区教育長会では、校長会の可茂地区管理規

則検討委員会に新学習指導要領実施における授業時数、授業日数の確保についてを諮問しまし

た。平成21年11月25日の答申により、可茂地区では現在の学校管理規則に変更したのでありま

す。つまり夏休みを３日減らし、授業日を３日ふやし、授業時数の確保をしたのであります。

ここまで迅速に対応したのは全国的にも例がなく、岐阜県内でも可茂地区だけでした。 

 以上のような経過があったため、御嵩町教育委員会としては、議論とまではいきませんが、

次のように対応してきました。 

 まず、平成25年８月５日の定例教育委員会にて、教育長より次のように報告しました。こと

しの３月に、文部科学省は土曜授業に関する検討チームを立ち上げ、子供たちにこれまで以上

に豊かな教育環境を提供するため、土曜授業のあり方について検討を進めている。学校教育法

施行規則第61条の公立学校の休業日に関する規定のただし書にある「特別の必要がある場合は、

この限りではない」の判断基準が明確ではないことが問題である。しかし、可茂地区の実情か

ら、現在のところ大きく動く予定はない。 

 平成25年11月21日の岐阜県市町村教育委員会連合会研修会にて、国立教育政策研究所長の尾

崎春樹氏より文部科学省の施策についての説明があり、その中に土曜授業についての検討委員

会の報告がありました。ここでも、教育委員からの特別な質問はございませんでした。 

 平成26年１月14日の定例教育委員会にて、教育長より次のような報告をいたしました。１月

１日付の岐阜新聞に、岐阜市は新年度から月１回の土曜授業を実施するとの記事があった。内

容は次の４点である。１つ、文部科学省が市町村教育委員会の判断で土曜授業を実施できるよ

うに学校教育法施行規則の一部を改正したこと。そして、県が長期休業日への振りかえが可能

になるよう、条例の改正に前向きに検討していること。２つ目、岐阜市ＰＴＡ連合会は、昨年

11月に土曜授業の実施を求める要望書を岐阜市教育委員会に提出したこと。３つ目、児童・生

徒の学力向上や、地域と連携した学習の時間等、各学校が課題に応じて授業する時間に当てる

こと。最後、毎月１回の土曜日の午前中３時間を見込んでいること（年間７回程度）。この流

れは必ず御嵩町にもやってくる。今から検討課題としておく。御嵩町教育委員会としては、可

児郡ＰＴＡ連合会の要望があれば、即検討していく必要がある。 

 次に２つ目の質問、各学校において、教員の方はどのように議論したかについてお答えいた
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します。 

 平成25年８月29日、可児郡小・中学校校長会にて、教育長より土曜授業に関する検討チーム

についての報告をしました。校長会としては、可茂地区の実情から、現在のところ大きな動き

はないということ、各学校においても、職員会等の話題、議題にはなっていないということで

した。 

 小６と中３を対象に実施した平成25年度全国学力・学習状況調査の児童生徒質問紙の結果を

見ても、「土曜日の午前は何をして過ごすことが多いですか」について、御嵩町の小６は「習

い事やスポーツ、地域の活動に参加している」が１位で37.6％、全国の26.7％を大きく上回っ

ています。「学習塾や家での勉強、読書、家族と過ごす」を含めると７割になります。あとの

３割は、家での遊びや友達との遊びです。御嵩町の中３は、「学校の部活動に参加している」

が１位で75.0％、全国の63.6％を大きく上回っています。「学習塾や家での勉強、読書、家族

を過ごす」を含めると９割になります。また、小５と中２を対象に実施した平成25年度全国体

力・運動能力、運動習慣等調査の児童生徒質問紙の結果を見ても、「土曜日に運動やスポーツ

をしていますか」について、御嵩町の小５男子は73.3％が「している」と答え、全国の71.8％

を上回っています。御嵩町の小５女子は61.8％が「している」と答え、全国の50.6％を大きく

上回っています。御嵩町の中２男子は97.6％が「している」と答え、全国の87.0％を大きく上

回っています。御嵩町の中２女子は85.1％が「している」と答え、全国の65.1％を大きく上回

っています。 

 以上の結果から見ましても、御嵩町の土曜日の受け皿づくりは大きな成果を上げていること

がわかります。ただ、平成26年１月８日の可児郡小・中学校長会にて、教育長より岐阜市の取

り組み内容を報告し、今後の検討課題として捉えていただきたいと申しておきました。 

 次に３つ目の質問、保護者の方、またＰＴＡではどのような話し合いを持たれたかについて

お答えします。 

 現在、各学校のＰＴＡでは、具体的な話し合いはされていないということです。ただ、平成

25年度全国学力・学習状況調査の保護者に対する調査の結果を見ますと、御嵩小も参加してお

りましたが、「お子さんに土曜日の午後にどのように過ごしてほしいと思いますか」、複数回

答で、全国抽出率２％の全国の小６の保護者の意見です。１位は「習い事やスポーツ、地域の

活動に参加する」が38.7％、２位は「家族と過ごす」が37.2％、３位が「学校で授業を受け

る」が36.7％、４位は「家で勉強や読書をする」が35.0％でした。同じく全国抽出率４％の中

３の保護者は、１位、「学校の部活動に参加する」54.0％、２位、「学校で授業を受ける」

36.1％、３位、「家で勉強や読書をする」29.5％、４位、「家族と過ごす」22.2％でした。全

国の保護者の意識としては、土曜授業は土曜の有効活用の一つの選択肢として捉えていること



－４２－ 

がわかります。 

 最後の質問、御嵩町においては今後どのようなスケジュールで議論していくのかについてお

答えいたします。 

 平成25年11月29日、学校教育法施行規則第61条の公立学校の休業日に関する規定のただし書

が、「当該学校を設置する地方公共団体の教育委員会が必要と認める場合は、この限りではな

い」と改正され、公布、施行されたことから、御嵩町教育委員会としては、土曜授業に対する

説明責任が出てきました。責任を持って説明する必要があります。 

 また、平成26年１月31日、岐阜県職員の給与、勤務時間、その他の勤務条件に関する条例施

行規則65条の「週休日の振りかえ等が勤務することを命ずる必要がある日を起算とする４週間

前から８週間後の日までの期間とする」に、「ただし、職務の特殊性、その他の事由によりこ

れによりがたい場合は、任命権者が人事委員会の承認を経て、別に定めることができる」のた

だし書を加えると改正しました。長期休業日にまとめて振りかえ休日がとれるようになったこ

とから、御嵩町小・中学校管理規則の一部改正の必要も出てきました。 

 以上のように、国や岐阜県の動向を踏まえるとともに、学校週５日制は学校、家庭、地域の

３者が互いに連携し、役割分担しながら、社会全体として子供を育てるという基本理念を再確

認する時期にあることは事実であります。御嵩町教育員会としては、一部の調査結果に頼るの

ではなく、全ての児童・生徒の土曜日の実態調査及び土曜授業への意識調査、教職員や保護者

の土曜授業への意識調査、青少年育成諸団体の土曜授業への意識調査、その他必要な調査を実

施し、その結果に基づいて十分に検討し、御嵩町教育委員会としての土曜授業をする場合の基

本方針や留意事項を示していきたいと考えております。 

 以上で、土曜授業について、現時点の経過報告や今後の方向についての説明を終わります。 

〔１番議員挙手〕 

議長（加藤保郎君） 

 １番 高山由行君。 

１番（高山由行君） 

 髙木教育長、本当に細かく御説明、ありがとうございました。 

 規則の改正の件ですが、平成14年度に全国一斉に週５日制にしたときと比べて、今回は各自

治体の教育委員会に任せるということで、ばらばらで、やれよということじゃなしに、読み方

によってはやらなくてもいいよという話ですので、そこら辺、少し曖昧な点は私も感じており

ます。 

 教育長に今、最後のお話のところに、いろんな団体の意識調査を実施するということですが、

１つだけお聞きしたいのは、今年度あたりにそこら辺の説明責任があるということで考えてい
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かなあかんということですので、これは予算的なこともかかわりがあると思いますが、アンケ

ート等、ＰＴＡの方、教員の方、保護者の方、また御嵩町の役場内の中でもそうですけど、そ

ういうアンケートをやることについては考えておられますでしょうか。ちょっと１つだけ、最

後にお聞きします。 

議長（加藤保郎君） 

 教育長 髙木俊朗君。 

教育長（髙木俊朗君） 

 最後に申し上げましたように、アンケート等によりまして意識調査をしていきたいというこ

とを思っております。 

〔１番議員挙手〕 

議長（加藤保郎君） 

 １番 高山由行君。 

１番（高山由行君） 

 ありがとうございました。 

 近隣市町村の動向もありますし、私が思うのは、やはり教員の方の考え方もありますでしょ

うし、ＰＴＡの親御さんたちの考えもありましょう。教育委員会の考えもありましょうが、御

嵩町の子供たちにとって、土曜授業を始める、始めないにしても、御嵩町の子供の教育に対し

て真摯に受けとめていただいて、これから進めていっていただきたいと思っております。この

問題は以上であります。 

 次に、２点目の質問に移りたいと思います。 

 蟹薬師願興寺についてであります。 

 私たち、子供のころから「薬師、薬師」と言っておりまして、正式には大寺山願興寺という

ことでありますが、願興寺については、町長、町執行部、また議員各位におかれましても、幾

度となく歴史の話、重要文化財の話、文化財保全の話等々、聞き及んでいることと思います。 

 今さら説明してもあれですけど、本堂は約430年前に武田信玄の戦火によって焼失したもの

を、庶民の力の結集によって再建したと伝えられておりまして、国指定の重要文化財でありま

す。大正時代の法律では、国宝になっておりましたが、その後、重要文化財になったという経

緯でありますが、この議場におられる御嵩町で生まれ育った方は、私も含めまして多くの方が、

小さいころより本堂で遊んだとか、昔の薬師まつりはにぎやかだったとか、何らかのかかわり

合いがあることと思います。 

 また、御嵩町にとって貴重な文化財の保全の観点からも、御嶽宿、伏見宿を含む岐阜の宝物

に認定された中山道17宿の一つとして、御嶽宿再生という大きな観光政策のキースポットの観
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点からも、御嵩町民としてこの願興寺はみんなが知恵を出し合って守っていくべき地域資源だ

と考えております。 

 御嵩町議会でも、平成19年、これは渡邊町長が初当選された年だと思いますが、第４回定例

会においてある議員が渡邊町長に対して、願興寺に対する町の今後の取り組みについて一般質

問されております。このときの議事録を私、勉強で持っておりますが、町長の答弁の要旨は、

町としても、老朽化し風化してしまうことについては、方策を考えなければいけないという立

場であるという認識である。この後、町長いいことを言っておりますが、トータル的に建物の

大々的なことを考えれば、一度解体して組み直すというアイデアも中にはあるわけでありまし

て、それには膨大な費用がかかるということでありますので、これは県・国と協議をこれから

して、これも大切に存続をしてまいりたい。その努力を最大限するというものでありました。 

 保全改修するにしても、簡単な試算でも約８億円程度必要だと言われる中、御嵩町単独では

全額負担できるはずもなく、国の重要文化財修理に対しての国庫補助事業にすがるしかないと

言われております。昨年10月に町民有志の方が文化財保存を考える会を設立され、動き始めて

おります。今定例会にも、御嵩町議会としても同一歩調で考えていってもらえるかの旨の請願

書が提出され、あすの民生文教常任委員会に付託されておりますので、審議することになって

おります。 

 保存事業が始まるということになれば、補助事業ですので申請してからの失敗は許されませ

んし、中心になって推進していく方々は自己資金捻出のため寄附金等を集めなければならない

ので、並々ならぬ情熱と覚悟を持って事業推進に当たられると思っております。御嵩町におい

ても、御嵩町の文化財として、御嶽宿のシンボルとして、観光政策の目玉として、具体的に考

えていくときが来たのだと考えております。 

 初めに田中教育参事にお聞きしますが、願興寺保存の要望に関する今までの経緯と、国庫補

助事業にしたときの事業スキームを、資金面も含めて、今ある情報の中で結構ですのでお伺い

します。その後、渡邊町長には、町民がこの保存を考える会を立ち上げ動き出した今、願興寺

に対しての考え方は、先ほど申したように平成19年の７年前と変わりはないと思いますが、文

化財としての願興寺の保存の考え方、また保全事業に対しての思い、方向性の所信をお伺いし

ます。御答弁、よろしくお願いします。 

議長（加藤保郎君） 

 教育参事 田中秀典君。 

教育参事兼学校教育課長（田中秀典君） 

 皆様、おはようございます。 

 ただいまの高山議員の御質問にお答えをいたします。 
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 質問は２点で、１点目は願興寺保存の要望に関する今までの経緯、２点目は国庫補助事業に

したときの資金面を含めた事業スキームということでございました。 

 １点目の要望に関する今までの経緯でございますが、先ほど高山議員の御質問にも出てまい

りましたが、町民有志の方で文化財保存を考える会が設立されています。この文化財保存を考

える会は、昨年の７月ごろから活動を開始し、８月に無作為に抽出した町内1,000軒に賛同の

お願い文書を送付、その結果、140名の方の賛同がありました。その後、10月16日に中公民館

で第１回打ち合わせの会を開催し、願興寺本堂の全面改修に向けての活動をしていくことが、

参加者全員の賛同のもと決定をされました。その決定を受けて、平成25年12月に町に対し、重

要文化財願興寺本堂全面改修に伴う国庫補助事業推進に当たっての協力願いが提出されており

ます。 

 ２点目の資金面を含めた事業スキームでございますが、事業主体は所有者である願興寺とな

りますので、補助金交付申請、各種契約等は願興寺で行っていただくことになります。 

 まず資金面でございますが、願興寺本堂は国の指定重要文化財ということで、その改修に係

る経費については、国・県、それぞれ補助金交付要綱が制定されており、補助金の交付が受け

られます。国庫補助金の補助率は、補助対象経費の50％に、事業者の規模により５％から35％

の加算があります。現在の願興寺の事業規模から考えると、加算率は35％になると思われ、合

計で補助対象経費の85％が国庫補助金になると思います。県補助金の補助率は、補助対象経費

から国庫補助金を差し引きました残額の２分の１以内、かつ補助対象経費の４％以内で、上限

500万となっております。町補助金の補助率は、補助対象経費から国庫補助金と県補助金を差

し引きました額の２分の１以内となっております。 

 願興寺本堂改修に係る経費につきましては、まだ正式には設計見積もりがされておりません

ので、どのくらいかかるかはわかりかねますが、仮に経費を先ほどの高山議員の質問でも出て

まいりました８億円とし、工事期間を６年として算定しますと、国庫補助金の総額が６億

8,000万円、県補助金の総額が2,580万円、町補助金と所有者負担の総額は、それぞれ4,710万

円になります。 

 次に、事業スキームでございますが、国指定重要文化財につきましては、文化庁の指導を受

けた保存修理技術者による設計監理が求められており、その方はほとんどが文化財建造物保存

技術協会（以下「文建協」と言います）に属しています。ということから、願興寺本堂に関す

る設計監理につきましては文建協に依頼していくことになります。文建協は、事業を実施する

かしないかを判定するための概算設計は受注せず、あくまでも実施すると決定した事業につい

てだけ概算の設計監理を行っていきます。ということから、文建協に概算の設計監理をお願い

する時点で、事業主体であります願興寺におきまして、事業実施を決定しておく必要がござい
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ます。 

 また、事業実施決定に伴い、文化財の適切な修理復元ということから、町におきまして、修

理準備委員会を設置することとなります。この修理準備委員会の役割は、基本設計書をもとに

補助金交付申請の内容について検討することになります。概算の設計監理には、およそ６カ月

かかると思われます。設計概算見積書作成後、事業計画書を県に提出し、県が文化庁のヒアリ

ングを受けることとなります。この期間は、およそ８カ月かかるかと思います。事業が採択さ

れれば、国庫補助金交付内々示があります。国庫補助金内々示をもとに、所有者から文建協に

基本設計書作成の依頼を行います。内々示から６カ月後ぐらいに国庫補助金交付内示があり、

補助金交付申請をすることとなります。その２カ月後ぐらいに国庫補助金交付決定、各契約締

結、改修工事着手という流れになってきます。 

 事業主体であります願興寺が事業実施を決定し、文建協による概算の設計監理が開始されま

してから国庫補助金の交付決定までには、おおよそ最短で２年かかります。また、国庫補助金

の交付決定は毎年11月となっております。なお、補助金交付決定後は、先ほどの修理準備委員

会が修理委員会に移行し、各種契約についてのチェックをしたり、検討していただくことにな

るかと思います。 

 また、県補助金の申請時期は国と同様でございます。町補助金は、国庫補助金交付決定後の

申請となってまいります。 

 具体的な時期についてでございますが、願興寺本堂よりも県指定重要文化財になります願興

寺鐘楼門のほうが改修の緊急性が高いということで、同時にはできないということもありまし

て、鐘楼門改修後ということになるかと思います。鐘楼門の改修につきましては、今年度中に

は着手できるよう、県とも協議をしながら事務を進めております。 

 以上で、高山議員の御質問に対する答弁を終わらせていただきます。 

議長（加藤保郎君） 

 町長 渡邊公夫君。 

町長（渡邊公夫君） 

 おはようございます。 

 本日１番、高山議員の御質問、願興寺についての答弁をさせていただきます。 

 今の教育と同じかなと思っているんですけれど、日本の教育というのは、覚える子が優秀で

あり、考える子は優秀にならないという、社会に出てからそれが逆転していくというケースが

人として大いにあるなということを見てまいりますけれど、この件に関しても同じかなあとい

うふうに思っております。これについては、現段階ではもう既に考える時期に入っているとい

うふうに私は思っております。 
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 高山議員が御指摘されましたように、私も願興寺についてはかなりの思い入れがございます。 

 スキームについては、ただいま教育参事が説明させていただいたとおりでありますけれども、

童心に返って自慢話をするなら、多分この中でも私が願興寺で一番長時間遊んだくちではない

のかなというふうには思っています。縁の下も走り回りました。どういうふうになっているか

も知っていますし、天井裏へ上がる方法も知っています。近所の子供たちの本当によりどころ

になっていたと。そういうことの積み重ねが、願興寺が願興寺である、お薬師さんの存在感と

いうものにつながっていると考えております。したがって、お薬師さんの本堂がないというよ

うな状況は、想像しようとしても頭の中には描けないというのが正直な気持ちであります。願

興寺への思い入れについては、人後に落ちないと、そう思っております。ただ、人後に落ちな

いと思っておられる方は、この御嵩町にはたくさんお見えになると思いますので、その方々を

どうやって動かしていくかという段階になっているかというふうには思っております。 

 ここで、今後について確認を何点かさせていただきながら、方針についてお話をしておきた

いと思います。 

 まず１点目として、御嵩町の行政として、今後この事業については「願興寺本堂修理」に言

葉を統一していきたいというふうに思っております。２点目、これは確認でありますが、事業

主体は所有者である願興寺 小川文甫住職である。３点目、文化財保存を考える会は、事業主

体を補完する立場にあるという位置づけと考えております。４点目は、本堂の修理は、事業主

体の意思表示があればスタートはできますけれど、中止はできません。途中下車はできない事

業であるということです。５点目、今回、議会のほうに請願が出されております連絡会、建設

準備委員会となっておりましたが、この会は寄附金を集める団体にはなりません。これだけは

認識をしておいていただきたいと思います。前回の屋根の補修の際に設置された修理委員会と

いうものは、資金のチェックであるとか公正な事業運営、いわゆる入札という形をとっても業

者はほぼ決まっていくとは思いますので、毎年度幾らのどういう工事をやるのかということを

しっかりとチェックしていく、また契約等もチェックをしていく、そういう役割が課せられる

委員会になるかというふうに思いますので、そこではお金を集めるということは考えられませ

ん。あくまでも集めるとしたら民間が、住職が本来なら用立てしなければいけない分を集めて

いかれることをお手伝いすると。それしか、お手伝いをするというのはウインの立場でしかで

きませんということであります。 

 今申し上げたことを前提に、私として今、現段階でのお約束をしておきます。 

 まず１点目は、御嵩町文化財保護費補助金交付要綱に沿って、国・県の補助残の２分の１、

これは要綱で決めております。必ずそれは確保をします。幾らであってもしたいと思っており

ます。２点目、事業が本格的にスタートしますと、現在のいわゆるマンパワーでは、担当者の
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体制では不可能なことが多いだろうと考えておりますので、人的な体制、組織的な体制の強化

はいたします。３点目は、事務手続、事務処理についても、ほとんど行政が代行するような形

をとっていかないと、多分前には進んでいかないと思っておりますので、全面的にパックアッ

プをいたします。 

 見られたかどうかわかりませんが、昭和58年、59年度に願興寺が屋根を直されたという記録

がございます。いろんなコピーが出回っておりますけれど、多分こういうところからコピーを

されたんだろうと思うんですが、これについても２年間で実施されたわけですが、願興寺とし

ては５年間で、門から本堂までの左右にある建物や、いろんな構造物があったわけですが、そ

の補修や建て直しをしておられます。全て自費で、4,385万円を当時の小川文甫住職が提供し

ておられます。本堂のみが県の重要文化財でありましたので、これは補助要綱にのってできた

と。総事業費というのは3,000万円でできているようであります。 

 当然、県の重要文化財に対しての補助要綱に沿って、県から単年度で、先ほど参事が説明さ

せていただいたように、単年度で上限500万というところがありましたけど、２年がかりでお

やりになりましたので、1,000万円の補助があったと。御嵩町は、その補助残が2,000万円にな

りますので、その２分の１を拠出しているということになります。 

 これは、今現在の鐘楼門、計画して、11月というのが一つのこの件に関してはキーワードに

なるかと思いますけれど、実施するに当たっての補助要綱、補助制度、仕組みがそのまま当て

はまるものであります。3,000万のうち、最終的に事業主体である住職が1,000万円、住職から

は基本的には5,000万円を超える資金の拠出があったわけでありますけれど、この1,000万円に

対して、この中には寄附をされた方々の名簿があります。誰が幾らということもしっかりと載

っています。名前のある方もあれば、ない方もありますし、非常に中身としては組織が多いな

という感想を持っております。その団体というのが、この1,000万に対して802万円寄附をして

おられます。そのいわゆる団体、個人、全て企業も含めて316の企業・団体、個人が寄附を出

しておられます。内容を見てみますと、企業であるとか、こういうところも寄附金を出したの

かなというようなところが出しておみえになりますので、今後これからの願興寺を考えたとき

に、ちょっと当てにできないなという部分もあります。そういう意味では、裾野を広げていか

ざるを得ないであろうということであります。そこをみんなで考える、そういう段階に来てい

るというふうに思います。 

 お金の問題ですので、いかにクリーンに、信頼していただいてやっていくかということが最

重要でありますので、この事業についてはぜひ民主導で雰囲気ぐらいはつくっていただかない

と乗り切ってはいけないということであります。 

 もう１点申し上げておきます。願興寺としても、しっかりとしたこれからの運営の方法を改
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めて見詰め直していかなければいけないということも一つの宿題となっております。今回で修

理のほうがうまくいったとしても、あとまた30年、40年先には何らか資金を要するような状況

が出てくるかもしれません。左右の諸堂、先ほど4,300万円以上かけたと言いましたけれど、

こういう資金についても、将来的に考えれば住職が用意できるとは限りませんので、これから

どうやっていろんな方に応援していただけるのか。応援していっていただける願興寺のあり方

というものについても、今後はしっかりと考えていっていただくということが、今回を機にし

ていただかないと、願興寺そのものが風化していくものと考えております。 

 ちょっとまだスタートも切っていないと私は感じておりますので、もう見てはおれんという

ような状況になったら、私は一町民として、リーダーとして入っていくなり、指名をしてでも、

機関車の役をやれる人間はいっぱいいますので、その人たちに頑張るようにお願いをしていく

というようなことになるかと思いますけれど、現在頑張ろうとしている方、ぜひ頑張っていた

だいて、白旗を上げないようにしていただきたいと考えておりますので、よろしくお願いいた

します。以上であります。 

〔１番議員挙手〕 

議長（加藤保郎君） 

 １番 高山由行君。 

１番（高山由行君） 

 町長、どうもありがとうございました。 

 私、最後の言葉が大変力強く思われましたけど、最終的に民の方の力不足でスタートが切れ

なかったときには、ぜひ何とか力をかしていただければ皆さんも喜んでいくと思います。 

 それと、私１つ勘違いしておったのは、この事業は、事業主体があくまでも願興寺さん本人

にあると。民間で立ち上げた守る会とか、新しくこれからつくっていくであろう建設準備委員

会なるものが事業主体になるかなあとも思っておりましたけど、違うということでよく確認も

とれましたし、わかりましたので、その後、行政側の方の準備はある程度、事業スキームも田

中参事に聞きましたし、わかっておりますので、その団体がきちっとした形でスタートが切れ

るように、総論は願興寺は守っていかないかんというのは御嵩町民としての責務でありますの

で、議員としてどんな形で協力できるかはわかりませんけど、その後、私も含めましてみんな

で考えていくという形にしたいと思っております。 

 時間もまいりましたので、私の一般質問を終わらせていただきます。ありがとうございまし

た。 

議長（加藤保郎君） 

 これで、高山由行君の一般質問を終わります。 
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 続きまして、５番 柳生千明君。 

５番（柳生千明君） 

 大変１番の方が長くかかったということで、私は休憩に入るかと思ったんですけど、続ける

ということですので、最初に言われたように簡潔・明瞭に行っていきます。 

 今回は名鉄八百津線跡地ということで、実はこの問題については、以前、元議員の早川議員

が随分この場で一般質問等でやっておられましたけど、私も私なりにこの件について御質問さ

せていただきたいと思います。 

 八百津線跡地整備と今後の計画ということですね。旧名鉄八百津線は、平成15年に町が所有

して、その後、まちづくり検討委員会にて利用計画等について地元の意見を聞き、実現に努力

をされ、昨年度、八百津線跡地施行延長582メートルを歩道として整備され、現在、地元の

方々や中学生が利用されており、時には農道として利用されておるわけです。 

 しかし、この維持管理は伏見地区ふるさとづくり活動センターというところに管理作業を委

託するのみで、平成23年第２回定例会にて、多分これも早川議員だと思いますが、一般質問の

答弁の中で町長が、遊歩道の設置は介護予防目的であり、テストコースは１年間環境影響を見

て、24年度から本格的事業を行いたいと言われておられましたが、何とも魅力に乏しく、ただ

歩くだけの道であり、何ら工夫がいまだなされておりません。本年度、伏見児童館が改築され

ますが、この施設に健康的な設備を備えるに当たり、何か歩道に結びつける要素がないか。 

 さらに、兼山までの延線沿いには数々の史跡があり、またウオーキング道路としても利用価

値があるのではないか。また、児童館より北の整備がされていない。これも随分前から言われ

ておりますが、付近住民においては周辺の畑への進入や、雑草や樹木が妨げとなっているため

に、みずから管理作業をしなくてはなりません。そのためにも兼山までの延長線の整備は早急

に必要でないかと思われます。 

 このことについても、地元に意見を聞き対応すると言われておるが、今後どのように考えて

おられるかということをお伺いしたいと思います。よろしくお願いいたします。 

議長（加藤保郎君） 

 総務部長 寺本公行君。 

総務部長（寺本公行君） 

 それでは、きょうが初答弁でございますので、心地よい緊張感のもと、一生懸命答えさせて

いただきたいと思います。 

 それでは、柳生議員の名鉄八百津線跡地整備に関する御質問にお答えします。 

 御質問の趣旨は、伏見ふれあい遊歩道を児童館交差点から兼山までの整備に係る将来計画に

ついて、どう考えているのかであると思います。 
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 まず、現在の伏見ふれあい遊歩道整備に至る経緯及び現状を説明させていただきます。 

 旧名鉄八百津線軌道敷のうち、地域住民の散策などに資するため、平成25年度予算で約680

万円の事業費をかけ、国道21号線南町道から伏見児童館までの延長582メートルを舗装したと

ころであります。舗装後は、遊歩道として地域住民の散策、中学生の通学などに利用されてい

ることは議員御指摘のとおりであり、管理面では地元有志15名で組織されたふるさとづくり活

動センターと管理契約を締結し、年間２回程度の除草などをしていただいております。今後も、

沿線の景観保全活動、遊歩道を利用したウオークイベントなどの開催も視野に活動される予定

とのことであります。 

 それでは、御質問に答えさせていただきます。 

 伏見児童館交差点から兼山までの約600メートルの区間については、単に路面を舗装するの

みでは終わりません。のり面の整備、舗装工事による排水施設の整備などが必要と考えられ、

昨年度の事業費以上に大きな予算が必要となります。 

 次に、現在、伏見児童館改築工事が平成27年度オープンに向けて事業が進行中であります。

筋力トレーニング設備を兼ね備え、新しく複合施設としての伏見児童館が開設されることによ

り、ふれあい遊歩道との一体活用が図られ、遊歩道利用者がさらにふえることが予想されます。 

 以上のことから、まずは伏見児童館、伏見ふれあい遊歩道の利用状況を注視していきたいと

考えていますので、現在のところ、兼山まで舗装された遊歩道の延長整備計画は具体的にされ

ておりません。しかし、現状のままでよしとは思ってはおりません。過去の一般質問に対する

答弁と重複するかもしれませんが、例えば児童館、遊歩道利用者からのアンケート実施など、

地域住民の方の意見を承りながら、引き続きこの問題を検討する姿勢であります。具体的な要

望があれば、執行部としては真摯に対応するものであり、その折には、地域住民の声に一番接

しておられる柳生議員にも御協力をお願いしたいと考えております。 

 最後に、未舗装箇所の雑草、樹木に係る御指摘につきましては、昨年同様、除草作業を実施

することにより、付近の環境整備を損なわないよう努めてまいりますので、よろしく御理解の

ほどお願いするものであります。 

 以上で答弁とさせていただきます。 

〔５番議員挙手〕 

議長（加藤保郎君） 

 ５番 柳生千明君。 

５番（柳生千明君） 

 思ったとおりの回答でございました。 

 なかなか兼山までの整備は難しいということは、もう承知の上ですが、実はあの道は３年前
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ぐらいでしたか、この地域で大雨が降ったときでも、ちょうどあの下に貸し店舗があったとこ

ろに水が浸入したというような事態が発生しておりました。私もその場に行って、その店のく

み取りとか、そういうのを実施しておりましたので、特にあの排水路だけはできることなら早

急に直していただかないと、今後もそういう大雨が発生するような状況にあるんじゃないかと

思われます。 

 あと遊歩道につきましては、地域住民の意見交換ということでありますが、この辺も具体的

にどのような方向でやっていくかということも今後検討していただければいいかなと思ってお

ります。 

 以上で私の質問を終わります。ありがとうございました。 

議長（加藤保郎君） 

 これで、柳生千明君の一般質問を終わります。 

 ここで暫時休憩をします。再開は10時20分とします。 

午前10時05分 休憩  

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

午前10時20分 再開  

議長（加藤保郎君） 

 休憩を解いて再開いたします。 

 なお、７番 伊崎公介君は、体調不良により午前の会議を退席するとの申し出を受けました

ので報告します。 

 引き続き一般質問を行います。 

 10番 岡本隆子さん。 

 一問一答方式の申し出がありましたので、これを許可します。 

１０番（岡本隆子君） 

 それでは、お許しをいただきましたので、通告してあります大きく２点について、一問一答

でお尋ねをいたします。 

 １つ目の質問でございます。 

 ふるさと納税をいかにＰＲして、町の地域振興を図っていくかという質問でございます。 

 ふるさと納税という言葉は、皆さん、もうお聞きになったことがあると思いますけれども、

このふるさと納税というのは、地域間格差や過疎などによる税の減収に悩む自治体に対しての

格差是正を推進するための新構想として、2008年、前安倍政権のときに創設された制度です。

正確には、納税とは言いますけれども、ふるさと寄附金であります。 

 このふるさと納税には幾つかの特徴がございます。ふるさと納税をすると、多くの市町村で
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は特産品や工芸品等、各地域のお礼の品がいただけます。それから、「ふるさと」という言葉

がついていますけれども、生まれ故郷のふるさとでなくてもよいわけです。それから、ふるさ

と納税を行った場合に、その年の所得税と翌年度の個人住民税がそれぞれ控除されます。所得

控除額、個人住民税ともに2,000円を超える部分について対象となるわけです。それから、こ

の納税ですけれども、使い道を選定することができます。それから、１つの自治体だけではな

くて、複数の自治体に納税をすることもできます。 

 昨今は、このふるさと納税につきましては、特典の豪華さがマスコミ等でも取り上げられ、

ふるさと納税に対する人々の関心が非常に高まっております。豪華な特典やＰＲのたけたとこ

ろは寄附額を大いに伸ばしています。しかし、税収を度外視した特典に批判の声も上がり、制

度の乱用だという声も上がっています。ともあれ、ふるさと納税の制度は、地域のＰＲにつな

がることは確かだと思います。そして、税収以上の効果を上げているところもあります。 

 ５月14日の朝日新聞では、その例が紹介されていました。長野県阿南町では、ふるさと納税

者に町内産のブレンド米20キロをプレゼントする試みを始めたら、納税額が１億4,000万にな

り、農産物の人気上昇に気をよくした地元の農家が耕作放棄地で米をつくり、前年比の２割増

しの収穫となった、やる気に火をつけたということでしたし、また北海道の東川町では、ふる

さと納税を株主制度と銘打って、町の宿泊施設の無料利用や旬の野菜などの特典をつけること

により、納税リピーターを３割ふやしています。 

 ほかにも、目先の町財政だけでなく、寄附金を未来を見据えたまちづくりに使い、人口増に

つなげている例も紹介されていました。 

 岐阜県の笠松では、地元の29品から成る特産品を受け取ることができます。これにより、平

成20年度に20人だった納税者は、25年度には3,550人になり、今年度はもう既に500人近くに上

り、うち23％は昨年も納税したリピーターだということです。 

 全国のふるさと納税の現状を調査している福井県のふるさと納税情報センターは、財政を豊

かにする当初の目的はもはや二の次で、地域のＰＲや移住のきっかけづくりの手段となってい

ると分析をしています。ふるさと納税を地域資源の有効なＰＲ手段と考えれば、こんな便利な

ツールはないと思います。ふるさと納税で町の何をＰＲし、どのようにそれを地域振興や産業

振興につなげていくのか。「天声人語」でも話題になっていましたけれども、制度は使いよう

であり、知恵と良識で使いこなすしかないわけでございます。 

 さて、御嵩町では、ふるさと納税は平成20年度17件、約190万、そして平成21年度13件、約

75万、22年度21件、151万、23年度９件、68万、24年度26件、138万、25年度17件、150万とい

うふうに推移をしておりまして、大体20件前後、150万前後というふうな額でふるさと納税が

推移しております。当町のお礼の品はといいますと、１万円以上はあゆみ館の手づくりクッキ
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ー詰め合わせでして、５万円以上になると「栗すだれ」２本か、「かにっこ」10個か、「舳五

山茶」か、または御嵩町史のいずれか１個ということになっております。 

 御嵩町では、納税が始まった当初は、私の記憶では御嵩町史だけだったかなと思うんですけ

れども、このお礼の品は多少はふえていますけれども、最初始まったときから漫然とといいま

すか、御嵩町の名物といえば「栗すだれ」「かにっこ」だろうということで、そういうお礼の

品を送っているのではないかなあと思います。国民の関心が高まっている今、いま一度ふるさ

と納税について町としてどう考えていくのか、考え直す時期に来ているのではないでしょうか。 

 さて、御嵩町では、特産品として「みたけのええもん」が認定されるようになりました。そ

ういうものも活用しない手はないと思います。また、商工会や観光協会とのタイアップも考え

られます。鬼岩温泉の入浴とランチの割引券などもいいと思います。 

 また、使い道については、環境保全事業、高齢者の福祉向上に関する事業、将来を担う子供

たちの健全育成に関する事業となっていますが、それらをさらに御嵩らしさを出すようなもの

に特化していくのも一つの手かと思います。各課からアイデアを出してもらい、湿原の保全や

木道づくり、中山道の整備などや、退職者の働く場の整備、子供たちの居場所づくりなど、そ

ういったことに使えないでしょうか。 

 以上で質問をもう一度まとめますと、ふるさと納税で町の何をＰＲし、どのように地域振興

を図っていくのか。使い道についても、従来のものをさらに特化するようなものを考えていっ

たらいかがでしょうか。 

 以上２点、お願いをいたします。 

議長（加藤保郎君） 

 副町長 纐纈久美君。 

副町長（纐纈久美君） 

 岡本議員の質問であります、ふるさと納税につきましてお答えをいたします。 

 まず初めに、ふるさと納税の実績についてでございますが、先ほど説明がございましたが、

平成20年度から25年度までの６年間で納税総数104件、総額1,190万円となっております。制度

創設以来、毎年納税をしていただいておる方がお２人お見えになります。 

 ふるさと納税の意義、納税の動機につきましては議員の説明のとおりでありますが、私から

２つのケースを説明させていただきたいというふうに思います。 

 まずケース１でございますが、両親が御嵩に住んでおられるものでございますが、使用目的

を高齢者の福祉向上として、毎年納税をしていただいております。私も納税者のお父様を存じ

ておるわけでございますが、こうした行動がとれるということは、やはり親の指導力によると

ころが極めて大きいと、このように思っております。 
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 ケース２でございますが、他の市町村から御嵩町に勤務しているケース。これは御嵩町役場

の職員でございますが、先ほど説明しました６年間の納税総数104件のうち、22％に当たりま

す23件を占めております。 

 それでは、１点目の質問でありますふるさと納税で町の何をＰＲし、どのように地域振興を

図っていくかにつきましては、これまでに加えまして、本年度、町行政の２本柱であります国

土強靱化の理念である事前防災としての亜炭鉱廃坑跡防災モデル事業と環境モデル都市の取り

組みを着実に遂行することで、今後の行政運営に幅広く波及効果が生ずるものと考えておりま

す。つまり、これらの取り組みに理解と興味を示していただきまして、ぜひ御嵩町に足を運ん

で、この目で見てみたいという気持ちを抱いていただければ、名鉄広見線の活性化や観光客の

増加につながることになります。 

 さらに、安全・安心で魅力あるまちづくりに取り組むことで生まれ育んだ故郷に関心が深ま

り、関心が深まることによって御嵩町に足を運んでみたくなり、足を運ぶことによって住んで

みたくなる。そのようなふるさとへの関心から納税へ、納税から交流へ、交流から定住へと思

いが深まります。結果的に若者などの定住、移住、加えて出生率の改善にもつなげていくとい

うことになろうかと思います。 

 ２点目の質問は、ふるさと納税の使い道についてであります。 

 現在、御嵩町におきましては、寄附者の方が寄附の使い道を選択できるようにしておりまし

て、先ほども説明がございましたが、環境保全、子供たちの健全育成、高齢者の福祉向上、そ

してその他町長が必要と認める事業の４つの中から選んでいただいております。使い道である

４項目の中の実施内容をより具体化させ、目に見える事業に使用し、御嵩町発展のため有効活

用をさせていただいております。 

 これまでの６年間の寄附者の使い道の指定でございますが、子供たちの健全育成に関する事

業、高齢者の福祉向上に関する事業、環境保全の順となっております。しかし、ここ２年の傾

向といたしましては、子供たちの健全育成、名鉄広見線活性化が多くを占めております。 

 今後につきましても、貴重な財源であります納税者の意思を尊重し、投資効果が高いものに

使用していきたいと、このように思っております。さらに、御嵩町の目指す環境未来都市関連

事業への具体的な提案ができればと思っております。 

 質問にはないわけでございますが、記念品について少し述べさせていただきたいと思います

が、御嵩町では現在５品目となっております。制度創設以降、御嵩町の魅力アップにつながる

すばらしいものが商品化、またされつつありますので、記念品に加えていきたいと、このよう

に思っております。 

 今後検討していくものとしましては、みたけ味噌などの「みたけのええもん」、ご当地グル
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メコンテストかも１グランプリで見事１位に輝きました「みたけとんちゃん丼ぶり」、大豆の

「中鉄砲」、そして米の「ハツシモ」などであります。早く具体化をさせたいと、このように

思っております。 

 総務省は平成25年９月13日付で、ふるさと寄附金制度に関する事務の取り扱いについての通

知を出しております。特産品の送付については、適切に、良識を持って対応してくださいとい

う内容でありまして、これにつきましては、26年１月28日にも改めて同じ内容の事務連絡をし

ております。 

 ふるさと納税の記念品は競争ではありませんが、納税者がもらってよかった、来年も納税し

ようとの思いを駆り立てることができれば、記念品の贈呈は趣旨にかなう意義あるものと考え

ております。いずれにしましても、良識ある対応をしていきたいというふうに思います。 

 最後に、知恵と工夫がさらなるステップアップにつながるとの思いでふるさと納税事業を遂

行することを申し上げながら、答弁とさせていただきます。 

〔10番議員挙手〕 

議長（加藤保郎君） 

 10番 岡本隆子さん。 

１０番（岡本隆子君） 

 御答弁ありがとうございました。 

 まずは、ふるさと納税については見直しをしようということだと理解してよろしいかと思い

ますが、いいですか。 

 それで、まず１つ目の質問ですけれども、何をＰＲし、どのように地域振興を図っていくの

かというところで、２本柱の事前防災モデル事業、それから環境モデル都市のこういう事業に

ついて理解と興味を示し、来てもらって、見てもらえるようなことをアピールしたいというふ

うにおっしゃられるわけですが、やっぱりこういったことも各課にまたがるわけですし、それ

からどのようにこれをアピールしていくかということについては、相当な知恵を出して、そし

て実際これについて、来て、見てもらおうとなると、またまたよく考えないといけないことだ

と思いますので、こういうことについては各課にまたがることですので、いろんな課の上に立

っておられます副町長がしっかり指揮をとっていただいて、ぜひ取り組んでいただきたいと思

いますが、その点いかがでしょうか。 

議長（加藤保郎君） 

 副町長 纐纈久美君。 

副町長（纐纈久美君） 

 それでは、岡本議員の再質問にお答えをしたいと思います。 
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 私が見て、実際御嵩町に足を運んでという部分は、特に思いとしましては、環境モデル都市

の関係で、こういうものを見ていただいて、御嵩町の頑張りぐあいを見ていただきたい。 

 といいますのは、５月８日だったと思いますが、日本創成会議という有識者会議が、全国の

半数の自治体で20から30代の女性が2040年に半数になってしまうということの中で、御嵩町は

マイナス44.3％、可児市がマイナス39.7％、そして美濃加茂市がマイナス12.1％というような

ことでありますので、やはり御嵩町にいろんな施策をした中で、新聞であるとか、専門誌とか、

そういうもので取り扱っていただきまして、やはりそういうものもＰＲしながらいくというこ

とでありますが、いずれにしましても、全てがまちづくりに関係することでございますので、

当然全庁的に全て取り組んでいくということでありますし、それにつきましては町長、そして

それぞれ部長がおりますので、連携を図りながら取り組んでいきたいと、このように考えてい

ます。以上です。 

〔10番議員挙手〕 

議長（加藤保郎君） 

 10番 岡本隆子さん。 

１０番（岡本隆子君） 

 ありがとうございました。 

 それでは、２番目の質問に入らせていただきます。 

 ２番目は、上之郷地区における子育て支援についてでございます。 

 先般、議会主催で行いました上之郷地区での議会住民懇談会において、若いお母さんたちか

ら、子供たちの遊び場が欲しいとの意見が出されました。 

 子供たちが保育園に入ると、多くの母親は勤めに出ます。子供が保育園に通っている間は延

長保育等が利用できるので夕方まで働けますが、子供たちが小学校に上がると、平日はまだよ

いとしても、長期休暇のときには子供だけ置いて働きには出られなくなってしまいます。また、

上之郷地区は大変自然が豊かである地域ではございますけれども、実際に子供たちが遊ぶ場所

となると、田んぼには入ってはいけない、川の近くは危険などとなると、思いのほか子供たち

の遊ぶ場所が少ないことに気づかされます。 

 次世代育成支援後期行動計画、これですけれども、ここのところの御嵩町の現状においても、

近くに遊び場がないと感じているという保護者は、上之郷地区においては就学前が86.0％、小

学生では78.4％と、他地区と比べて突出してそう感じている保護者の方が多くおられます。 

 また、平成22年の第３回定例会の一般質問で、上之郷地区での放課後児童クラブの件を取り

上げました。前にも申し上げましたけれども、町の次世代育成支援後期行動計画で、子育て支

援サービスを上之郷地区では25.5％の利用意向があり、計画では、本年度、26年度には放課後
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児童クラブの設置を目指すことが掲げられています。 

 そのときの平成22年の今後どう取り組んでいくかという質問に対して、当時、副町長が、公

民館やボランティアとの関係も踏まえて、26年度までに方針を立てたいというふうに答弁をさ

れました。国の方針も、学童保育を30万人拡充するとの報道がなされています。学童保育を充

実させることで女性の活躍を推進するとともに、少子化対策につなげる狙いがあるとのことで

ございます。 

 そこで質問に入らせていただきます。 

 まず、これまでにどのような協議がなされてきましたか。 

 ２番目に、今年度中には方針を立てられるということでございましたけれども、現在はどの

ようにお考えでしょうか。 

 ３番目としまして、当面の問題として、ことしの夏休みが控えているわけでございますけれ

ども、どのように対応を考えていらっしゃいますか。 

 ４番目として、公民館を子供たちが自由に使えるようにしてほしいとの要望がありますけれ

ども、これについてはどのようにお考えでしょうか、御答弁をお願いいたします。 

議長（加藤保郎君） 

 教育参事 田中秀典君。 

教育参事兼学校教育課長（田中秀典君） 

 それでは、岡本議員の御質問にお答えをいたします。 

 初めに、子育ての基本的な考えを述べさせていただきます。 

 平成22年の岡本議員の御質問に、子育てとは、本来保護者を中心として家庭で子育てをする

のを基本に、そして地域で支え合う体制こそが理想の姿と考えますと、当時の教育参事は答弁

しております。現在も、この考えは変わっておりません。 

 それでは、今回の質問の１番目、これまでにどのような協議をされてきたかについてでござ

いますが、まず初めに、保育所の空き教室を利用しての放課後児童クラブの設置について、福

祉課とも協議してまいりましたが、上之郷小学校から離れていることから、交通事故等の危険

が伴うなどの理由で、学校敷地内での設置が望ましいのではないかというような結果になって

おります。 

 学校教育課におきましては、平日の対応としまして、スクールバスを利用して、上之郷小学

校の児童が御嵩小学校区放課後児童クラブに入部できるよう規定の整備の協議を行いましたが、

上之郷小学校は他の学校と比べ、スクールバスの関係から下校時間が遅いことなどの理由から、

実現には至っておりません。 

 また、長期休暇時の季節児童クラブ設置はできないものかの検討もしてまいりましたが、指
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導員の問題や財政的な問題で実現には至っておりません。さらに、公民館活動の視点から、長

期休暇期間中の子供の居場所づくりの協議も行ってまいりました。 

 次に、２点目の次世代育成支援後期行動計画では、平成26年度には３カ所開設が目標とされ

ているが、どう考えているかにつきましては、今年度は議員御指摘の次世代育成支援後期行動

計画の最終年度でもありますが、今まで放課後児童クラブ設置や公民館活動の視点からの子供

の居場所づくりの検討を行い、努力はしてきましたが、目標達成には至っておりません。 

 現在、来年度から始まります子ども・子育て支援事業計画の策定作業が福祉課で行われてお

ります。 

 昨年度、福祉課におきまして、就学前児童保護者及び小学生保護者を対象とした子ども子育

て支援に関するニーズ調査を実施いたしました。上之郷地区におきますこのニーズ調査の放課

後児童クラブ関係調査結果は、対象者64人中54人から回答がありました。「できれば今後利用

したい」は18.5％、約10名、「今後も利用する必要はない」は70.4％、約38人でございました。

この調査は、入部基準の家族構成などの細かな項目は調査対象となっていませんので、改めて

教育委員会で早急に放課後児童クラブに関する調査を行い、引き続き設置の検討を行ってまい

ります。 

 また、冒頭でも述べましたが、子供は地域で育てるという観点からも、地域との連携を一層

深めながら、公共施設などを活用した地域で育てる支援策を、関係部署とも連携を図り、検討

をしていきます。そして、来年度から始まります子ども・子育て支援事業計画に反映して、上

之郷地域の子育て支援の充実に、教育委員会としましても努力してまいりたいと考えておりま

すので、よろしくお願いをいたします。 

 次に、３点目のことしの夏休みの対応につきましてでございますが、現在、当町の放課後児

童クラブの入部状況は、６月１日現在、御嵩小学校区放課後児童クラブは２クラス80名定員、

入部児童数は73名でございます。また、伏見小学校区児童クラブは40名定員、34人が入部して

おります。いずれも定員に満たっていない状況でございます。そこで、先ほど御説明をいたし

ました教育委員会独自の調査の結果を踏まえまして、夏休みなどの長期休みに、上之郷小学校

区からも御嵩、伏見小学校区放課後児童クラブに入部できるよう、規定の整備を行ってまいり

ますので、よろしくお願いをいたします。 

 最後に、４点目の公民館の一室を子供たちが自由に使えるようにできないかにつきましては、

現在、上之郷公民館では夏休みの期間中４日間、午後１時から４時まで、和室、図書室、大ホ

ールを小学生対象に開放していますが、指導員等の配置がなされていないことから、公民館事

務職員及び館長で対応しているのが現状でございます。この開放日の日数をふやすことや開催

時間の延長、さらには土曜、日曜の開放の協議を行ってまいりましたが、子供たちが自由に利
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用した場合、館内で騒いだり、走り回ったりすることもあり、他の利用者に迷惑をかけること

もあり、限られた公民館職員では対応できないとのことと、平成23年度におきまして、館内で

けがをして救急搬送した経緯などから、今年度も前年度と同様の開放日となっておりますこと

を御理解ください。 

 なお、公民館などの公共施設の開放についての課題は、専任の指導員等の配置がなされてい

ない状況下で事故などが発生したときの責任の所在でございます。この責任の所在が、自己責

任での使用の徹底が図られれば開放は可能だと考えますが、いずれにしましても、今後も教育

委員会におきまして調査・検討していきますので、よろしくお願いをいたします。 

 以上で、岡本議員の質問に対する答弁を終わらせていただきます。 

〔10番議員挙手〕 

議長（加藤保郎君） 

 10番 岡本隆子さん。 

１０番（岡本隆子君） 

 教育参事からの御答弁、ありがとうございます。 

 私は当初、この今回の質問ですけれども、これは今、教育参事にお答えはいただいたんです

けれども、この次世代育成後期行動計画は福祉課のほうで出しているものでありまして、やは

り福祉課と教育委員会との連携が欠かせないということから、実はもう少し上の方の御答弁を

いただきたいと思ったわけですけれども、今回、参事がお答えくださいました。 

 まず何点か、ちょっとお尋ねしたいことがあるんですけれども、御答弁を聞いていますと、

いろんなことが協議はされたけれども、上之郷地区での開催が非常に難しいという、ちょっと

絶望的なお答えだったんですけれども、上之郷地区のお母さんたちが口をそろえて言われるの

は、上之郷はすごく子供も少なくて、いい環境だということを言われるんだけれども、とても

子育てがしにくいということを言われます。新しく井尻に何軒か住宅が建つけれども、こんな

ふうでは子育てをする若い人たちが来てくれるんやろうかということを言われますので、ぜひ

子育て支援施策の充実を本当に頑張って協議していただきたいと思います。 

 まず参事がおっしゃったように、放課後児童クラブに関する調査を行っていっていただける

ということでございますけれども、上之郷小学校は、御嵩小学校、伏見小学校と違いまして、

下校時間が遅いと聞いております。ですので、１年生も学校で待っていて、みんな一緒に４時

ぐらいに下校するということですので、平日の問題は、放課後児童クラブは夕方６時までどこ

かで面倒見てもらえるということもありますけれども、まずは土曜日と長期休暇、夏休みの問

題が発生をしてきます。ですので、ただ単に放課後児童クラブに関する調査だけではなくて、

どういったことを母親たちが本当に必要としているのかということを、福祉課と協力もしてい



－６１－ 

ただいて、ぜひいろんな意見を吸い上げて、対応できるような調査をお願いしたいと思います。 

 それから、２点目の夏休みの対応ですけれども、とりあえず子供たちが何とか、公民館の地

域子ども教室というのが非常に開催期間が短いですので、本当ならボランティアの方だとか、

いろんな方がかかわっていただいて、長く開いていただけるとありがたいわけですが、なかな

かそれも難しいということですけれども、お母さんたちの声としては、公民館の、例えば上之

郷ですと入ったところに和室がありますので、ああいうところを開放していただけないかとい

うことですが、やはり心配なのは事故ということで、誰がそれじゃあ見守るんだということも

出てきますけれども、そういったことも一度ぜひ親と話し合いの場を持つなどして、本当に

近々のことではありますけれども、何とか試験的にでも少し日にちを延ばすような取り組みを

していただけないかというようなことをぜひ検討していただきたいと思います。 

 この点について、副町長はいかがでしょうか。福祉課にもまたがることなので、ぜひ前向き

な御答弁をいただきたいと思いますが。 

議長（加藤保郎君） 

 副町長 纐纈久美君。 

副町長（纐纈久美君） 

 それでは、岡本議員の質問にお答えしたいと思いますが、まず１点、冒頭で言われましたが、

質問の答弁者の関係でありますが、答弁については、職員はみんな町長にかわって答弁をして

おるわけでありまして、誰が答弁をするんじゃなしに、何を答弁するかというのが極めて重要

であるということを御認識いただきたいというふうに思います。 

 それから、連携を図ってということでありますが、私も前副町長が申しておりますので、前

副町長のもとにそれぞれの課が担当しておるわけでありますが、当然前向きに状況判断という

か、現状分析した中で、ニーズ調査も含めて実施していくというふうに思います。 

 それから１点申し上げたいと思いますが、上之郷地区の関係でございますが、議員も御承知

のとおり、高齢者の方が、上之郷地区にはそういうあっと訪夢とかふらっとハウスがない、ま

た児童館もないというような中で、今あるふらっとハウス、それからそういうものじゃなしに、

自由に自分たちが町のコントロール下にないものをやりたいということで、平成21年、22年ご

ろだと思いますが、植松議員も相談に乗りながら取り組んだという経緯もあるわけであります

が、残念ながら、町のほうも期待をしておったわけでありますが、現実できなかったというこ

とであります。 

 そうした中で、先ほど教育長のほうも子供というのは地域で育てるということを言われまし

たし、町長もやはり常に学校から地元に帰すというような視点も大事だということを言ってお

られますので、実は上之郷のＪＡ跡地でありますが、現在使用については白紙ということであ
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りますが、第一義的には防災、御嵩町の災害時の拠点にすると。そして平常時は、いわゆるコ

ミュニティー的なものに使っていくということの中で、何とか一つの方法として探りたいもの

は、放課後児童クラブの機能を全部持つんじゃなし、一部でも機能を持つものが防災センター

にできないかというようなことを検討したいと思いますし、当然公民館の関係につきましても、

議員おっしゃられますようにやはり管理責任がございますので、それも含めた中で検討してい

くということが重要だろうというふうに思います。以上です。 

議長（加藤保郎君） 

 町長 渡邊公夫君。 

町長（渡邊公夫君） 

 なかなか御指名がいただけませんので、自発的に手を挙げて、若干お話をしたいと思います。 

 ２年ほど前に連合との話し合いを持ったことがあります。地域に近い方々が参加をされまし

て、亜炭鉱廃坑を見ていただいたりしたわけでありますけれど、その中で、上之郷の若いお父

さんがこう言われました。町長、上之郷は山も田んぼもいっぱいあるから、子供は遊ぶところ

がいっぱいあると思っているだろうと。でも、子供の遊び場というのはないんですよという指

摘を受けました。確かに上之郷には、思いつくところでいえば、綱木の交流センターぐらいし

かないわけですね。小さいコンパクトな公園を幾つかつくっていくというのがやはり町民のニ

ーズなのかなということを、そのときに初めて、目からうろこというような形でわかりました。 

 ぜひ議員の皆さんにもお薦めしたいと思いますけれど、愛知県の長久手市、名古屋インター

のすぐ近くですので、すぐ行って帰ってこられると思いますけれど、ゴジカラ村というのがあ

ります。ゴジカラ村には保育園から特別養護老人ホームまでございます。その中に一つ、子育

て支援の関連の施設があります。子育て支援の関連で補助金交付を受けようとしたら、これは

だめだと、資格のある人がいないからということで、発想の転換をされて、老人の生きがいセ

ンターみたいな形で、高齢者の生きがいということでその施設をつくった。そこでは赤の他人

の子供を預かって、昼間、本当にこの子はどなたのお子さんですかというような、若いおばあ

ちゃんが背負って、１日面倒を見ておられる。当然非常に安いんですが、有料です。出てきた

日数、時間で毎月給料は違いますよということで、ただ高齢者というのはお金の問題ではなく

て、基本的には自分の使命感の問題になってくると。これが生きがいにつながってくるという

ことで、発想の転換を少しすれば、そうしたことは可能だと。 

 現段階では、私と教育長とはちょっと考え方が違います。教育長は、やっぱりけがをさせて

はいけないという、教育者としての最低限のそうした危機感を持っていますので、学校からは

出したくないということを考えているようでありますけど、私はＪＡの施設、今副町長が答弁

しましたように、防災が基本ではありますけれど、そうした地域でお年寄りも生きがいにつな
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がるようなもの、子供が安全に遊べるような、そんな施設が究極として目指せたらいいものに

なるんではないのかなということをイメージとして持っておりますので、一度時間があるとき

に、個人で行っても対応していただけますし、予約をしておけば、ＮＰＯのボランティアの方

が案内をしてくれますので、見てくることも大切かと思いますので、お薦めしたい施設であり

ます。紹介をいたします。 

 ということで、いろんな方法がこれからあるかと思いますので、知恵を持ち寄るということ

で、何とか上之郷地区においては子育てのしやすい地域、御嵩町で一番そういう地域なんだと

いうことがアピールできるような状況に持っていきたいというふうに考えておりますので、よ

ろしくお願いいたします。以上であります。 

〔10番議員挙手〕 

議長（加藤保郎君） 

 10番 岡本隆子さん。 

１０番（岡本隆子君） 

 町長からも御答弁いただきまして、ありがとうございます。 

 まさに、本当に上之郷のお母さんたちが公園が欲しいとおっしゃっていて、遊具がちょこっ

とだけあって、公園があれば、子供にそこで遊んどりゃあよと言えばそこで遊べるような、そ

うすると５時、６時ぐらいまでそこで遊べる、そんな公園が欲しいということを本当におっし

ゃってみえましたので、私、最初は本当に、上之郷に何で公園が要るんやろうとずっと思って

いましたけれども、やっぱり今回のことで本当にそういうふうに思いました。ありがとうござ

います、町長。 

 先ほどの件ですが、確かに地域で子育てということで、それが理想なんですけれども、やは

り責任の所在問題というのがどうしても発生してくるということから、ボランティアの方が朝

から晩まで公民館の一室で面倒を見るなんていうことはなかなか難しいことだとは思いますが、

まずは第一歩として、実験的にこの夏休み、何とかもうちょっと日数をふやせるような方向で、

保護者の方との話し合いの場を持つなどしていただけるようなことを考えていただけるのか、

最後にこの点だけお尋ねをして終わりたいと思いますので、御答弁をお願いいたします。 

議長（加藤保郎君） 

 教育参事 田中秀典君。 

教育参事兼学校教育課長（田中秀典君） 

 それでは、ことしの夏休みの関係でございますが、上之郷公民館での開放の４日間というも

のは、もう既に事業計画で公民館のほうから上がってきております。今現在、その日数をふや

す、時間数をふやすというのは、非常に公民館職員、公民館委員の方々とも話をしていかなき
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ゃいけないものですから、難しいとはいいましても、やはり上之郷地域の子育て支援という観

点からも、一度公民館のほうへおろして協議をしていきますので、よろしくお願いをいたしま

す。 

〔10番議員挙手〕 

議長（加藤保郎君） 

 10番 岡本隆子さん。 

１０番（岡本隆子君） 

 大変御丁寧な御答弁、ありがとうございました。 

 以上で質問を終わります。 

議長（加藤保郎君） 

 これで、岡本隆子さんの一般質問を終わります。 

 続いて、６番 山田儀雄君。 

６番（山田儀雄君） 

 ただいま議長からお許しをいただきましたので、一般質問を行いたいと思います。 

 私の今回の質問につきましては、町有地の有効活用と上之郷西部、30年ほど前にあった計画

なんですけれども、それの現状についてと今後についてということの２項目であります。 

 ただいま岡本議員からもちょっとお話があったわけなんですが、５月16日に上之郷公民館に

おきまして議員懇談会を開催いたしました。その内容につきましては、上之郷の地域の活性化

につながる事業や、現在進められている事業について御説明を申し上げて御意見をいただいた

と、こういうものであります。 

 初めに、町有地の有効活用についてであります。 

 この質問につきましても、この懇談会の折に御意見をいただいたものでありまして、リニア

中央新幹線新設計画を機に、町有地の有効活用の方向性を確実なものとしまして、地域の活性

化につなげてほしいというものでありました。 

 町有地の場所でありますけれども、場所は美佐野押山地区であり、ここにバブル経済期に計

画されましたゴルフ場でありますけれども、これが崩壊後の不況が原因で計画が頓挫したもの

であります。このゴルフ場開発事業者の特別土地保有税、１億800万だったと思いますけれど

も、これの滞納から、さまざまな経過はありましたけれども、平成19年３月の議会におきまし

て、開発業者からは税法どおり税を町が徴収し、町は開発事業者の所有する土地を適正な価格

で町有地として購入したものであります。簡単に言いますと、土地を物納として約12万3,000

平米、４万坪でありますけれども、この土地が町有地としまして、美佐野押山地区に民有地、

私有地と混合した中で残ったことになっております。当時の選択としましては、税の不納欠損
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ということで、町に何も残らないことになるよりは、今から思いますと、町としてこの土地が

残ったことについては、結果としてよかったかなと思っております。 

 当時、この議案のときに町長でありますけれども、この土地は、土岐インターチェンジに近

く、アクセスもよいということで、研究開発の拠点、あるいは工業団地として、御嵩町の将来

にとって有効に活用できないか、その可能性について探っていきたい、ベストな利用案を考え

ている、こう答弁されております。 

 その後、2027年の開業を目指しますリニア中央新幹線の通過ルートが平成23年に概略、昨年

の４月だったと思いますけれども、詳細なルートが公表されました。そのルートでは、この町

有地の真下をリニア新幹線が通過するものであります。一部につきましては開口部を通過する

ものもありまして、当然この土地が、一部につきましては用地になることも考えられます。今

後、トンネルの掘削には約８年が計画されているようで、その残土処理に対処できる準備も必

要であるかと思います。全ての土地が町有地ではなく、民有地もあることから、土地の地権者

や地元の住民の方との協議も必要になってくると思います。 

 当初の計画どおり、研究開発の拠点、あるいは工業団地として、御嵩町の将来にとって有効

に活用できる方向性について、またＪＲ東海との協議などについて、あればお伺いしたいと思

います。 

 次に、上之郷西部開発についてであります。 

 今から30年ほど前になってくるかと思いますけれども、昭和60年ごろ、御嵩町第２次総合計

画の中で、上之郷西部の井尻、谷、一部小原にもかかりますけれども、山林につきまして住宅

地域指定されました。これは、土地利用による人口増加によって地域の活性化を図るものであ

りまして、当初計画では、当時の上之郷の世帯数500ちょっとあったと思いますけれども、そ

れと同じぐらい、550戸ぐらいの宅地造成が計画されておりました。その規模は、全体ではま

たふえてくると思いますけれども、約10万平方メートル（約３万坪）で、開発事業者によりま

してほとんどの土地が買収されております。トヨタホームと一部トヨタ自動車になってくるか

と思いますけれども、ただ、全部が買収できずに計画は頓挫し、今現在に至っております。そ

の後、新丸山ダム資材運搬線として道路が新設されまして、供用も開始されましたし、御嵩町

を東西に結ぶ国道21号のバイパスや東海環状自動車道などの開通によって、名古屋市や豊田市

などの中京圏へのアクセスは本当に１時間を要しなくなったということで、道路事情も当時と

はかなり違ってきております。 

 ことし３月の定例会で、高山由行議員の人口増加策の一般質問の中で、町長は、この地域に

住宅団地造成の計画があれば積極的に後押ししたいと答弁されております。この地域は、住宅

には最適な南向きの環境にある土地でありまして、御嵩町は昨年３月に、低炭素社会の実現に
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向けた取り組みを進めていく環境モデル都市に選定されております。相手のあることではあり

ますけれども、開発事業者の宅地造成計画を待つのではなく、例えば一歩踏み込んで、環境に

優しい太陽光を利用したものに特化した、最初は小規模でもよろしいと思いますけれども、50

戸ぐらいの団地造成とかをトヨタホーム、トヨタ自動車に提案し、これを地域の活性化につな

げていくことも必要と考えますが、この２点について、町長に現在の見解をお聞きしたいと思

います。 

議長（加藤保郎君） 

 町長 渡邊公夫君。 

町長（渡邊公夫君） 

 山田議員の御質問にお答えをいたしたいと思います。 

 まずは、町有地の有効活用についてということであります。 

 議員おっしゃったとおりであります。美佐野の町有地に関しては、土地開発業者の特別土地

保有税の滞納分として、ある意味で相殺したというような形で取得したものであります。 

 私自身は、通常のそうした処理を考えてみますと、当時のメーンバンクがよくそうしたこと

を認めてくれたなと。そういう意味では、メーンバンクに対しては感謝を申し上げたいと思っ

ております。通常ですと、計画が破綻したその時点では、民間を優先する形で補償がされてい

きますので、結果的に言えば、御嵩町は不納欠損という形で処理をするだけのものであったわ

けですので、そういう意味ではお金にはなりませんでしたけれど、基本的にはそれに値する、

それに近い金額の土地を取得できたという意味で、最悪の状況に至ることはなかったというふ

うに考えております。 

 私自身は、この土地に関しては、ほぼただで手に入れた土地、前の柳川町長もおっしゃって

いましたけれど、基本的にはこれを売るとかお金にしようという考えはありません。最悪の場

合、何か工場など進出してくれるんであれば、プラス・マイナス・ゼロでいいので、当然整地

はしなきゃいけないわけですので、そうした経費だけが出ればいいのかなという、そんな感覚

で見ております。 

 ただ、このゴルフ場の計画地というのは、町が取得したその土地を基本に、個人の所有地、

美佐野地区の共有地を含めて計画がされております。議員が御心配されているとおりでありま

して、御嵩町としては、この町有地の有効利用というのは、民間の地権者とのいわゆる共同と

いう形が必須であると考えております。町有地だけが開発できればいいという考え方はしてお

りません。美佐野地区の方々にも再三お願いをしたいということで、一緒にやりましょうよと

いう意味でお願いをしているところであります。 

 議員の御指摘どおり、この地がリニア新幹線の計画コースに入っております。一部が、180
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メートルほどトンネルで地上に出ると、車両は見えないということであります。 

 また、トンネルの出入り口、これは用地の取得が必要になってくるわけですが、これは民有

地であります。民間の土地でありますので、これは土地を取得していくと。ＪＲ側が取得する

わけでありますけれど、この用地買収については御嵩町も協力をしなければいけないといいま

すか、地元との折衝等については、御嵩町側も先頭に立って用地買収をお手伝いしなければな

らないという立場でありますし、来年度ぐらいからになるかと思いますけれど、御嵩町として、

リニア恵那事務所というものがありますけれど、ここへ職員の派遣ということも、私のほうが

積極的に考えているわけではなく、既に県のほうからもアプローチが何回かありますので、こ

ういう時期になりますよというようなことで、当該市町については、具体的に事が進み出すと、

そうした人的手当ても必要になってくるというふうにお伺いしておりますので、段階的にはか

なり近くなってきたということが言えるんではないかなと思います。 

 本年４月16日に、県のほうの主要のリニア担当者との意見交換、情報交換をいたしました。

昨日も促進期成同盟会というのがありました。議長と私の２人で出席をしてまいりましたけれ

ど、情報としてはこれまでと余り変わらないということであります。県のリニアの主要の担当

者とのお話の中で、また６月６日の新聞でも出ておりましたけれど、リニアの残土については、

具体的な利用方法というのはまだ何も決まっていない、処分地については具体的に決まってい

ないということであります。昨日の話も、同じような話でありました。 

 ただ、現段階では県を窓口として、各市町については、要望があれば県からＪＲ側に伝えて

いただくと、県の要望として伝えていただくということになっておりますので、まだ直接的に

ＪＲ東海との協議の場というのはございません。ただ、１年に１回か２回は当然顔を合わせて

話し合いをするという場がございますので、そういうところでも私どもの考え方を述べておる

ところであります。そういう意味では、大量な建設残土の行き場がまだ決まっていないという

ことでありますので、いずれ何とかしなければいけないということになり、御嵩町は、これに

ついては県を通じて手を挙げているという状況にあります。これだけ積極的といいますか、具

体的に手を挙げて、残土の容量まで含めて提案しているのは、多分全国でも御嵩町ぐらいでは

ないのかなというふうに考えております。 

 ただ、最近お伝えしておりますのは、御嵩町としても無条件で残土の処理をお引き受けする

ということは申し上げてはおりません。拙速に事を運ぶということはしないつもりであります。

状況が動き出せば、必ず反対意見や、また懸念する意見が出てくると思いますので、こうした

案件についても丁寧に取り組むという姿勢は崩してはならないというふうに思っておりますの

で、ある意味、御嵩町にもそれだけの時間が必要ですということを先方にはお伝えしてありま

す。それをどれくらい重きを置いて考えていただけるか、これについて問題点が出てくるかも
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しれない。ＪＲ側のタイムスケジュールと御嵩町側のタイムスケジュールがぴったりと合うと

ころに今はないというふうに考えております。厳しく言うなら、お断りをすることもございま

すよという伝え方をしております。 

 現段階ではいつとは申せませんけれど、一応今年度中に大きな動きがリニア側からあるんで

はないのか、いよいよ直接交渉をする場に入っていくんではないのかなと、そうした節目が来

ると考えております。情報が入り次第、議員の皆さんにもその情報についてはしっかりとお伝

えしてまいりたいと思っております。 

 私は、基本的に以前から、ＪＲ東海とはリニア中央新幹線についてはウイン・ウインの関係

でありたいということを申し上げております。両方が困った、何か恩を着せるという話ではな

くて、両方にとってよかったと言えるような活用方法があるのではないかということで、ＪＲ

側にもその言葉は伝わっていると思います。ウイン・ウインの関係で行きたいと、そのように

考えております。 

 次に、上之郷の西部開発についてお答えをいたします。 

 質問の開発計画につきましては、平成10年８月に自己破産をいたしました菱和建設株式会社、

トヨタホーム愛知株式会社、トヨタ自動車株式会社、この３社によって平成２年６月６日に計

画申請されたものであります。分譲住宅戸数、予定として559戸、開発面積が31.4ヘクタール

であります。丸山ダム資材運搬線によってつながる、いわゆる小和沢の産業廃棄物処分場並び

にこの住宅団地開発という２つの巨大プロジェクトが同時進行していたという時期にあるかと

思います。 

 これは、上之郷地区にとっても、むしろ御嵩町にとって実現していただきたかった計画であ

ります。559戸といえば、平均しても1,500人とか2,000人の人口がふえるということにもつな

がりますし、ありとあらゆる部分で御嵩町にとってはプラスになったので、上之郷地区の人口

増というのが自然にできたということもありますので、本当に残念な結果に終わっていると言

わざるを得ません。 

 当初の工事の完了目標は、平成８年10月を見込んでおりました。しかし、一部の地権者の同

意が得られないということ、また先ほど平成８年に自己破産したと申し上げましたけれど、バ

ブル経済が崩壊したということも大変大きく影響したと考えております。 

 平成12年に、丸山ダムの資材運搬道路施工が実施される運びにだんだん近づいてきた中で、

資材運搬道路との協力を各所覚書をつくろうというアプローチをしておりましたけれど、残念

ながらトヨタ自動車株式会社の社長印がいただけなかったということもあり、平成13年７月25

日、全ての申請書類の返却願が提出され、この計画はその時点で日の目を見ないまま終了した

ということになります。 
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 今回調べてみますと、用地買収は実はほとんどされていなかったという状況にあります。ト

ヨタホーム名義の山林が約６ヘクタール、多分実測はその倍ぐらいあるんじゃないのかと言わ

れておりますけれど、６ヘクタールがその三十数ヘクタールの中に点在していると、虫食いの

ような状態にあります。そうした残り方をしておりますので、基本的には50戸の住宅開発すら

できないというのが現状であります。また、トヨタ自動車についても、トヨタホームについて

も、この土地を所有しているという認識すらなかったと。今回を機に聞いてみましたら、そん

な土地があったのかという状況であったようでありますので、完全にこの計画自体が記憶のか

なたに押しやられて、記憶している人がいないというような状況かと思います。 

 ただ、御嵩町の立場としましては、住宅地の開発用の山林としては、御嵩町が全面的に協力

したい一つのエリアであります。そう位置づけておりますので、今後民間の企業が、開発会社

からそうしたアプローチがあるとしたら、積極的にかかわりつつ、実現できるようなものにし

ていきたいという願いは持っております。これを表向きに申し上げれば、今動き出すかといえ

ば、どうもそうでもないというような現状でもありますけれど、将来を見越した上で考えてい

くとしたなら、この地は住宅開発用の地にしたいと、山林なんだということは、いろんなとこ

ろでこれから発言していきたいというふうに思います。 

 ただ、前回のように、本当に一部の方が反対とおっしゃると、こういうものは話がとんと進

まなくなりますので、地域の方々が、将来自分たちのためにもなるんだという考え方を持って

取り組んでいただけるということが一番大切なことになるかと思いますので、その点について

も地域の方々とも話をしながら、地権者を洗い出しながら、まとまりができるのかできないの

か、それも確かめながら、今後促していきたいというふうに思っております。 

 可児川より北の部分で大きい開発をするとしたら、この井尻の住宅団地だけだと。あとは森

の中に優しく小さく存在するような建物ができれば、それで十分だと。上之郷地区は御嵩町に

とって宝物だということをずうっと言っておりますので、この件につきまして具体的に進むの

であれば、唯一の大型の開発事業になるかと思いますので、可能性は捨てないようにしながら、

頭の中にはしっかりと位置づけておきたいというふうに思っておりますので、よろしくお願い

いたします。 

〔６番議員挙手〕 

議長（加藤保郎君） 

 ６番 山田儀雄君。 

６番（山田儀雄君） 

 ただいま町長のほうから、押山の件につきましては、今年度中にＪＲ、県を通してかもしれ

ませんけれども、協議が始まってくるということであります。 
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 私も、これ29日に締め切りがあって、その後、先ほどおっしゃったように、６月６日に残土

の話がかなり出てきまして、一番出るのが岐阜県ということで、1,200万立方メートルの残土

が出るということで、基本的には、ＪＲは何か立て坑を50メートル掘って、ルートのほうへ横

を掘っていくと、こんなことも新聞に出ていましたけれども、押山地区を見てみると、開口部

があるということで、何かその辺が素人目に、出してくるのは簡単なのかなあなんていうこと

も思いますし、町長、手を挙げておみえになるということで、また範囲も含めて、いろいろな

関係で有効に使っていければ、今２割強が岐阜県で使っていくということで、あと７割ぐらい

残っているという話の中で、その辺を考えて、あそこの部分について、民有地もありますけれ

ども、この機会しかないのかなという思いもありますので、何とか前向きに進めてほしいと思

います。 

 あと、２番目の井尻、谷にまたがる住宅地の造成でありますけれども、私もちょっと勘違い

していまして、ほとんどの部分が用地を買われているのかなという思いがちょっとあったんで

すけれども、50戸を建てるにもちょっと四苦八苦というような話なんですけれども、あそこは

今おっしゃったとおり、考えてみると一番住宅に適している、こんなふうに思っておりますの

で、これも相手のあることなので先が読めませんけれども、先ほど積極的に協力したいエリア

ということもおっしゃっていましたので、何とかそういう話があればお願いしていきたいと、

こんなふうに思います。 

 以上で私の質問を終わります。ありがとうございました。 

議長（加藤保郎君） 

 これで、山田儀雄君の一般質問を終わります。 

 続きまして、９番 大沢まり子さん。 

９番（大沢まり子君） 

 議長にお許しをいただきましたので、一般質問させていただきます。 

 30分もあれば十分かと思っておりますので、よろしくお願いいたします。 

 地域包括ケアシステムの構築への取り組みについて、１点お尋ねをいたします。 

 国は、団塊の世代が75歳以上となります11年後、平成37年（2025年）をめどに、医療、介護、

予防、住まい、生活支援が一体的に提供される地域包括ケアシステムの構築を進めております。

御嵩町におきましても、最重要施策の一つと考えております。 

 このシステムは、高齢者が住みなれた地域で、自分らしい暮らしを人生の最期まで続けるこ

とができるように、さまざま団体、事業所、地域が高齢者を支える仕組みのことです。その中

にあって、特に医療と介護の連携は不可欠であり、これまでどちらかといえば、高齢者を見る

視点は介護の側に重きが置かれておりました。しかし、医療の側からの視点を取り入れていこ
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うとするのが、この地域包括ケアの大きな取り組みの一つです。 

 お伺いをいたします。医療と介護の連携について、現在の状況、また今後の取り組みについ

てお答えください。 

 ２つ目に、実態調査、ニーズ調査は実施をされておりますでしょうか。次の項目につきまし

て、わかる範囲でお答えをお願いしたいと思います。 

 認知症高齢者の2025年度へ向けての推計はどうでしょうか。また、生活習慣病の患者数の推

移についてはどのようになっておりますでしょうか。また、高齢者世帯、独居世帯の実態と将

来推計はどのようでしょうか。また、介護要支援、要介護の需要予測はどのように考えておら

れますでしょうか。 

 ３点目に、現在行われております第６期介護保険事業計画の策定作業におきまして、５期ま

での総括がなされておりますでしょうか。保険料は他の市町村と比較して、どんな状況でしょ

うか。また、３年間の見通しに加え、2025年までの中・長期的なサービスの量や保険料は適切

に推計されていますでしょうか。 

 ４点目に、今後、認知症高齢者の増加が見込まれることから、認知症高齢者の地域での生活

を支えるためにも、この地域包括ケアシステムの構築は重要であり、高齢者の進展状況は地域

によって大きく違いがあります。保険者であります市町村は、地域の自主性や主体性に基づき、

地域の特性に応じ、つくり上げていくということが大切であります。 

 最近の報道でございますように、認知症不明者も昨年は１年間で１万人を超えるような現実

がございます。また、先日の新聞には、我が町の徘徊高齢者ＳＯＳネットワークほっとねっと

の取り組みが取り上げられていました。認知症対策は、御嵩町においてもしっかり取り組んで

いただいているというふうに感じております。また、認知症サポーター講習も実施をされてお

り、今後も町全体がお年寄りに優しいまちになっていくと考えております。さらなる認知症対

策として、認知症カフェのような家族に対する支援についてはどのように考えてみえますでし

ょうか。 

 このように、11年後を想像してみますと、私自身も70歳になります。支えられる立場か、支

える側か、どちらかなわけですが、お互いさまという互助の精神で暮らしていけたらと思って

います。したがって、他人事ではなく、私たちの暮らし、また生き方をどのようにしていくか

という問題であると考えております。御嵩町で暮らし続けるために、すばらしいケアシステム

ができることを願って質問をいたしました。御答弁、よろしくお願いいたします。 

議長（加藤保郎君） 

 民生部長 田中康文君。 

民生部長（田中康文君） 
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 それでは、大沢議員の御質問にお答えをいたします。 

 まず答弁に入ります前に、最初にお断りをさせていただきます。 

 御質問のうち、第６期の高齢者福祉計画、介護保険事業計画に関係する御質問につきまして

は、現在計画策定途中でありますので、御質問に回答できない部分も多くありますので、よろ

しくお願い申し上げます。 

 大沢議員からの御質問は、地域包括ケアシステムの構築についてであります。 

 本年５月15日に、地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整

備等に関する法律案、通称地域医療介護総合確保推進法といいますが、衆議院を通過し、参議

院に送られており、今通常国会で法案成立の見込みであります。 

 この法案は、介護保険法や医療法など、19の法律を一体化したもので、改正の主なポイント

は、新たな基金の創設と医療・介護の連携強化、地域における効率的かつ効果的な医療提供体

制の確保、地域包括ケアシステムの構築と費用負担の公平化、医療事故に係る調査の仕組みな

どであります。その中でも、特に超高齢化社会を迎える中で急激に増加する医療と介護の需要

に的確に対応し、高齢者が住みなれた地域で必要な医療、介護、生活支援のサービスを受けら

れる地域ケアシステムを構築することが柱となっています。 

 地域包括ケアシステムとは、高齢者が住みなれた地域で暮らし続けていけるように、利用者

の必要に応じて住まい、介護、医療、介護予防、生活支援のサービスを一体的、継続的に進め

ていくシステムのことであります。 

 御嵩町では、地域包括ケアシステムの構築はこれから取り組んでいくこととなりますが、そ

の前段階の施策として、認知症対策、介護予防施策、生活支援や地域ケア会議などを実施して

きております。 

 １番目の御質問であります地域包括ケアシステムの中で重要な位置づけとなっています医療

と介護の連携については、高齢の方の個別の課題解決に向けて、その人の抱えている問題やニ

ーズについて、医療関係者や介護サービス事業者、民生委員・児童委員、自治会、介護者、行

政職員など、多種多様な人々に参加してもらい、さまざまな視点での地域資源の発見、新たな

サービスの活用やサービスの見直しにつなげるなど、高齢者の生活の質の向上や自立支援を図

ることを目的に、地域ケア会議を平成25年２月に開催しております。この会議は、平成24年度

に１回、平成25年度は地区別で７回、地域ケア個別会議として２回、今年度も地域ケア個別会

議を１回開催しています。今後、この会議をベースに、医療と介護の連携に向けて発展させて

いく必要があると考えております。 

 地域医療介護総合確保推進法が成立され次第、具体的なことについては、国より市町村に対

してガイドラインが示されると聞いておりますので、具体的にはガイドラインが示された段階
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で、町として整備していかなければいけないものとしてどのようなものがあるのか、どこまで

が対応可能であるかなど、さまざまな課題や問題点が明確になってくるものと思います。その

段階では、議員の皆様に御相談等を申し上げることもあるかもしれませんが、よろしくお願い

いたします。 

 ２番目の御質問であります実態調査、ニーズ調査については、今年度策定予定の第６期高齢

者福祉計画・介護保険事業計画の基礎資料とするため、一般高齢者、在宅認定者、施設利用者

を対象とした３種類の調査を実施いたしました。 

 一般高齢者の方につきましては、無作為抽出による1,600名を対象に、在宅認定者及び施設

利用者の方につきましては、平成26年１月１日現在で要支援・要介護の認定を受けて居宅で暮

らしている方745名、介護保険施設を利用している方135名を対象に、１月28日から２月12日の

調査期間で、アンケート形式で郵送配付、郵送回収の方法で調査を実施いたしました。今後、

実態調査の結果から見えてくる課題等も踏まえた計画づくりを行ってまいります。 

 なお、この調査内容につきましては、先日、５月21日に開催しました御嵩町高齢者福祉計画

等策定委員会で報告し、御承認いただいたところであります。 

 御質問の認知症高齢者の2025年推計、生活習慣病の患者数の推移については、推計途中であ

ります。 

 高齢者世帯、独居世帯の実態ですが、５月１日現在の高齢者世帯と高齢者独居世帯の合計は、

上之郷地区142世帯219人、御嵩地区307世帯455人、中地区473世帯741人、伏見地区325世帯530

人で、町全体の高齢者だけの世帯は1,247世帯1,945人で、御嵩町の世帯全体の17.7％、人口の

10.3％となっています。将来推計につきましては、作業中であります。 

 要介護・要支援の状況ですが、５月１日現在の介護認定者数は、要支援１が75人、要支援２

が100人、要介護１が181人、要介護２が156人、要介護３が124人、要介護４が114人、要介護

５が111人、合計で861人であります。65歳以上に占める介護認定率は17.0％となっています。

今後も人数、割合ともふえていくと予測しますが、数値的なところは作業中ですので、よろし

くお願いいたします。 

 ３番目の質問であります第５期までの総括ですが、御承知のように、第５期計画は平成24年

度から平成26年度までの３カ年の計画であり、計画期間中でありますので総括はしておりませ

んが、現在の計画での反省点、改善点などを踏まえ、第６期計画に反映させていくことが大切

であると考えております。 

 次に、御嵩町の保険料ですが、第５期計画は県内36保険者団体中14番目の4,800円となって

います。県内平均4,749円より若干高い料金となっています。参考までに、一番高い保険者は

揖斐郡広域連合で5,400円、一番安い保険者は東白川村で3,000円となっています。第６期の保
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険料の設定はこれからの作業となりますので、よろしくお願いいたします。 

 この第６期計画は、平成27年度から29年度までの３カ年の計画ではありますが、団塊の世代

が後期高齢者であります75歳となる2025年を見据えて、将来のサービス量や保険料を適切に推

計することが重要ですので、そういうことも考慮しながらの計画づくりとなります。 

 ４番目の御質問であります認知症対策ですが、国においては、平成22年度に介護保険制度を

利用している認知症の方280万人が、2025年（平成37年）には470万人になると推計しておりま

す。当町においても、間違いなく認知症の方はふえていくものと思っています。 

 今後、認知症対策も非常に重要な課題になると考えており、当町においては、議員御指摘の

ように、徘徊高齢者ＳＯＳネットワークの取り組みや認知症サポーター養成講座、子供のため

のキッズサポーター養成講座、認知症に関する講演会や映画の上映会など、認知症対策に取り

組んでいるところであります。 

 今回御提案いただいた認知症カフェですが、認知症施策推進５カ年計画に認知症の人やその

家族等に対する支援ということで記載されている事業で、認知症の人と介護をしている家族が

気軽に集える場、安らぎの場を提供することにより、認知症の人にとっては、みずから活動し、

楽しめる場所、家族の方にとっては、わかり合える人と出会う場所、専門職の方々にとっては、

本人や家族の日ごろの悩みの相談を受け、家族だけで問題を抱え込まないよう不安の軽減につ

なげることのできる場所、地域住民の方々にとっては、住民同士の交流や認知症への理解を深

める場所として機能することができるということで、認知症対策事業として、特に本人とその

家族にとって、とても有効な施策であると考えております。 

 認知症については、お一人お一人により症状や進行ぐあいが違うので、一概に統一的な一く

くりの対策ではうまくいかないと考えております。御提案をいただいた認知症カフェを含め、

今まで以上にさらに認知症施策の研究を進めながら、どこまで対応が可能であるのかや、町の

施策になじむものとしてどのようなものがあるのか、独自の施策としてはどのようなものがあ

るのかなども考えながら実施していく必要があると考えております。大沢議員からもよい御提

案をいただければ、柔軟に対応していきたいと考えておりますので、よろしくお願いをいたし

ます。 

 高齢者等が住みなれた地域で自分らしい暮らしを続けていけることができるよう、今後とも

御指導、御支援をいただければ大変ありがたいと思います。 

 以上で、大沢議員への答弁とさせていただきます。 

〔９番議員挙手〕 

議長（加藤保郎君） 

 ９番 大沢まり子さん。 
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９番（大沢まり子君） 

 ありがとうございます。 

 まだ途中ということの、作業中であるということの御答弁もたくさんございました。また明

確になり次第、教えていただきたいと思います。今後この包括ケア法案が通りましても、地方

と都会との違いがあります。御嵩町にとっての特色あるようなシステムになっていったらと思

いますので、また国に対して、こんな施策が欲しいというようなことがありましたらおっしゃ

っていただいて、私たちも地方議員として、国のほうにも現場の声を届けていきたいというふ

うに考えております。 

 また、一例ではありますけれども、三重県桑名市においては、昨年12月に地域包括ケアシス

テム推進協議会条例というのを制定されております。現在、この条例に基づいて、学識経験者

の方や、住まいや生活支援、介護医療や予防に関する団体の代表の方で構成されている協議会

が定期的に開催をされ、高齢者の自立支援につながるサービスの提供について、多角的な議論

が活発に交わされているとのことであります。 

 御嵩町においては、ケア会議というのを一生懸命取り組んでいただいていると思いますけれ

ども、このような先進的な取り組みを参考に、10年後、20年後の安心のために、御嵩町の実情

に合ったシステムづくりに取り組んでいただくようお願いいたしまして、質問を終わります。

ありがとうございました。 

議長（加藤保郎君） 

 これで、大沢まり子さんの一般質問を終わります。 

 ここで暫時休憩をします。再開は13時とします。 

午前11時47分 休憩  

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

午後１時00分 再開  

議長（加藤保郎君） 

 休憩を解いて再開します。 

 なお、建設課長 伊左次一郎君は、他の公務により退席するとの申し出がありました。 

 午前に引き続き一般質問を行います。 

 ３番 安藤雅子さん。 

３番（安藤雅子君） 

 お許しをいただきましたので、質問いたします。 

 午前の質問でもお２人の議員が触れられましたが、５月16日に上之郷で議会と住民の懇談会

を行いました。20名を超す方々に参加していただけ、いろいろな御意見を聞かせていただきま
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した。 

 本日、私はそのうちのＪＡ跡地の有効活用について質問をさせていただきます。 

 １つ目に、25年３月議会で、上之郷地区活性化事業としてのＪＡ跡地の土地取得を認めまし

た。その折、住民から３通の要望書が出されましたが、消防団からの詰所と車庫の移転以外は、

土地利用を地域の活性化につなげることを望む要望書でした。防災コミュニティーセンターが

上之郷地区の活性化にどのようにつながるのかをお尋ねします。 

 ２つ目として、25年３月の施政方針の中で町長は、跡地の利用をさまざまな角度から検討し

たと言われましたが、どのようなメンバーで、どのような議論がなされたのか、十分な検討で

あったのか。 

 また、本年度の当初予算では、設計費1,998万円が計上されています。基本設計をしてから

住民の意見を聞き、具体的内容を練ると聞いていますが、懇談会でも、設計ができてから言っ

ても遅いのではないか。どうせ言っても聞いてもらえないのではないかという意見もありまし

た。防災センターがふさわしいのかというところからの議論を検討する余地はあるのでしょう

か。 

 これからの上之郷を担っていく若い人たちの意見もしっかりと聞いていただきたいと思って

いますが、住民からの意見の聞き取りはどのように計画をしてみえますか。これからの上之郷

を考えていく話し合いが住民の間でできるような会を設けていただけるとありがたいと思って

います。 

 ３つ目に、町全体が被害を受ける大規模災害を想定しての防災センターを考えてみえると思

いますが、一番大きな災害としては、震度５から６の東南海地震が予想されます。ハザードマ

ップでは、地震で松野湖ダムが決壊した場合、ＪＡ跡地はゼロから0.5メートルの被害と示さ

れています。安全性はどう考えてみえますでしょうか。また、防災の機能としては、どのよう

なものを予定してみえますでしょうか。 

 ３月の一般質問でもコミュニティー部分に関して、公民館とのすみ分けについてお伺いをし

ましたが、公民館のエレベーター、洋式トイレ、空調など、施設の改善をすれば公民館で十分

事が足りるとの意見もありました。公民館を十分に活用できれば、コミュニティー部分の設計

も変わる可能性もあるのではないでしょうか。補助金を待ってではなく、公民館に対する早急

な対応は考えられないでしょうか。 

 以上４点をお尋ねします。御答弁、よろしくお願いいたします。 

議長（加藤保郎君） 

 総務部長 寺本公行君。 

総務部長（寺本公行君） 
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 それでは、安藤議員のＪＡ跡地の有効活用に関する御質問のうち、３点についてお答えしま

す。 

 まず御質問に入る前に、上之郷地区の旧ＪＡ跡地を防災拠点施設の建設地として選定した経

緯について、議員の御質問にもございましたが、平成25年３月の施政方針を振り返ってみたい

と思います。 

 上之郷地域活性化事業に伴う公共用地の取得委託として、平成25年度予算に計上した債務負

担行為に関し、町長は、東日本大震災後の東北被災地視察により、御嵩町には災害時に対応す

るための防災拠点施設が不足しており、その立地条件に上之郷ＪＡ跡地が最良な候補地である

ことを述べております。 

 その候補地とするポイントは３点であります。 

 まず１点目が、施設の立地とその面積です。上之郷地区は、亜炭鉱陥没の心配がないこと、

国道沿いで交通アクセスにすぐれていること、十分な広さが確保でき、地価が安いことであり

ます。 

 第２点目は、施設の有効活用について、複合施設であること。つまり災害時は避難場所、ボ

ランティア受け入れなどの機能を持つ防災センターであること。次に、平常時においては、地

域の福祉、教育、文化、産業など、地域住民による多種多様な活用を想定したコミュニティー

センターであることであります。 

 第３点目は、地元要望と町内での施設配置のバランスであります。 

 消防団からは、老朽化している第１分団車庫の代替施設について、また上之郷地区の自治会

や高齢者生きがい活動団体ぬくもりの家からは、上之郷地域の活性化のため早期の施設建設の

要望書が提出されております。 

 また、上之郷地区は他の地区と比較して、児童館や公園など、子育てや子供のための施設が

不足しております。 

 さらに、御嵩町では過去平成22、23年と２年連続の集中豪雨、そして平成22年には、顔戸地

区において発生した亜炭鉱廃坑による陥没事故などの大災害を経験しています。これらの災害

を経験することによって、被災住民の避難生活、家具類などの保管場所など、さまざまな面で

御嵩町の防災・減災対策に弱点があることがわかってきました。この弱点を克服し、より災害

に強いまちにするための上之郷地区における防災センター建設でもあります。 

 以上を総合的に分析、検討した結論として、南海トラフ巨大地震発生などの災害時に、緊急

支援物資や災害ボランティアの受け入れを行うための防災拠点施設を事前に整備することは、

当町の防災行政施策として必要不可欠なものであり、その建設地に旧ＪＡ跡地を最良の候補地

として選定したのです。 
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 ただし、建設の目的を防災施設としたとはいえ、平常時に鍵をかけて閉めておくには、施設

の有効活用といった観点から、ポイントの第２点目にもありましたが、ふだんは地域の皆さん

に開放して大いに使っていただき、高齢者や子供たちが集い、農家の方が農産物などを販売で

きるようなコミュニティー機能をあわせ持つ複合施設とするものであります。 

 そこで、今回御質問の１番目、上之郷地域の活性化についてですが、人口減少や商店などの

閉店が目立つこの地域において、防災センター機能とともにコミュニティーセンター機能をあ

わせ持つ複合施設の建設は、地域の活性化に十分につながるものとして、上之郷地区の多くの

方が望んでおられます。また、地域の方みずから施設を管理していただき、自分たちの使いや

すいような施設にすることにより、多くの方がこの施設に訪れ、住民同士のつながりを強め、

地域のにぎわいを取り戻すことこそが上之郷地域活性化だと考えております。 

 次に２番目の質問、検討の経緯と今後の住民意見についての御質問に答えさせていただきま

す。 

 旧ＪＡ跡地を利用した防災拠点施設の建設事業については、平成25年度予算での債務負担行

為の計上、平成26年度予算において設計委託料の計上を議会の皆様にも説明した上で議決して

いただいており、これにより、今後、基本設計など策定作業に入っていきます。スケジュール

としましては、既に設計業者を選定しており、地域住民の意見に耳を傾けながら、施設のコミ

ュニティー機能部分についての活用検討を推し進め、かつ議会の皆様にも報告しながら、秋ご

ろまでに基本設計を固めてまいりたいと思います。 

 そこで、住民の意見を聞くための具体的な方法でございますが、行政からの一方的な説明で

はなく、例えば地域住民によるワークショップ形式の採用、イベントでのパネルなど展示でア

ンケートを行うポスターセッション、かわら版配布など、有効な手法を複数採用、実施するこ

とで、地域の方と協働で基本計画づくりを行います。これが安藤議員の言われる、まさに白紙

からの議論であると思います。さらに、利用者が満足できるもの、使い勝手のよい施設とし、

上之郷の活性化につながる施設となるよう、平常時での管理主体は地域住民になっていただく

運営方法も考えていきます。 

 御質問の３点目、安全性について、議員御指摘の当ハザードマップは、平成25年度に作成、

配付したものであります。これによると、松野湖が決壊した場合、上之郷の当該地への浸水が

50センチに及ぶ危険性があると指摘されていますが、このハザードマップが示す災害発生での

仮定条件について、若干注釈しておきます。 

 当ハザードマップでは、ため池の堤体が満水時に瞬時に全て崩壊してなくなった場合の浸水

状況が示されており、松野湖の場合は、堤体が高さ26.7メートル、幅205メートルで、瞬時に

全壊すれば最大流出水量は毎秒2,136立方メートル、決壊からの流出継続時間は52分間を想定
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した結果での浸水区域となっております。 

 そのような最大とも言える被害想定でのＪＡ跡地の安全性の確保、浸水対策については、例

えば施設建設での基礎掘削残土を利用した地盤のかさ上げ、受電設備や自家発電機の２階配置

などの対応を、今後設計の専門家と具体的に協議していくことで、想定外をなくし、あらゆる

事態に対応できる防災センターにしていきたいと考えています。この点、御理解をお願いする

ものであります。 

 以上で、安藤議員からのＪＡ跡地の有効活用についての答弁とさせていただきます。 

議長（加藤保郎君） 

 教育参事 田中秀典君。 

教育参事兼学校教育課長（田中秀典君） 

 本日３回目の登板でございます。 

 それでは、上之郷公民館のエレベーター、洋式トイレ、空調など、施設改善についての御質

問でございますが、公民館の利用に関しまして御迷惑、御不便をおかけしておりますこと、ま

ずもっておわび申し上げます。 

 それでは、安藤議員の御質問にお答えをいたします。 

 エレベーターの新設につきましては、耐震工事費、ランニングコストがどの程度必要か、現

在把握しておりませんので、費用面と利用面について調査をしていきたいと考えております。 

 また、洋式トイレにつきましては、新たな洋式トイレを設置するのは施設の状況から困難で

ございますので、現在の個室トイレの改修で対応していく方向で検討していきたいと考えてお

ります。 

 なお、平成18年度におきまして１階に障害者用トイレを設置しておりますので、御利用いた

だくことは可能ですので、申し添えておきます。 

 空調に関しましては、平成26年３月定例会におきまして、安藤議員の上之郷公民館の空調改

修についての質問に対しまして、当時の鍵谷総務部長が、公民館の空調設備の全面改修は、で

きるだけ有利な財源を確保した上で実施していきたいと答弁しているところでございますが、

現在、担当課では、２階大ホールの空調のききが悪く、それ以外の会議室等の空調は作動して

おりますことから、補助金を待った全面改修ではなく、故障した部屋ごとの個別の空調設備で

の対応で行っていく方向で検討に入っているところでございます。 

 いずれにしましても、町内の４公民館は昭和40年後半から50年後半に整備されており、全体

の老朽化率、耐用年数に対して経過した年数の割合が73％と進行しており、今後10年前後で耐

用年数を迎える建物となっております。雨漏り、壁のクラック等、老朽化が著しいため、今年

度より各公民館の施設設備等の改善箇所調査を行い、優先順位を検討しながら、計画的に整備
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を進めてまいりたいと考えております。 

 なお、上之郷公民館の大ホールの空調につきましては、来年度予算で対応していきたいと考

えておりますので、よろしくお願いをいたします。 

 以上で、安藤議員の御質問に対する答弁を終わらせていただきます。 

〔３番議員挙手〕 

議長（加藤保郎君） 

 ３番 安藤雅子さん。 

３番（安藤雅子君） 

 上之郷公民館については、空調については早速対応していただけるということで、できれば

本年度のうちにというのがうれしいんですが、来年度でも構いませんが、地域住民の方が使い

やすく、なるべく大勢の方が利用したいなあと思うような公民館にしていっていただけたらあ

りがたいとなあと思います。 

 再質問ですが、防災センターの機能として、被災者受け入れとか、支援物資、ボランティア

の受け入れを考えてみえるというふうに今おっしゃいました。被災者の受け入れという部分で

は、上之郷中学校の体育館には避難所としてシャワー、ガスが備えてあるはずなのですが、こ

ちらのほうはどのように使われていく予定でしょうか。支援物資、ボランティアの受け入れで

すが、ＪＡ跡地というのは御嵩町の東の端のほうにあります。地震を想定した場合、道路が寸

断されるという可能性もなくはないと思いますが、そういう際、西の方面への物資や人の運搬

とか、移動というものはどういうふうに考えられるのか。 

 それから、アンケートをとったり、イベントを利用したりして住民の方の意見を吸い上げて

いきたいというお話でしたが、例えばＰＴＡとか、子ども会とか町内会などの集まりへ、出前

講座じゃありませんが、お邪魔をしながら、皆さんの御意見を伺ってくるというようなことは

考えてみえますでしょうか。 

 もう１つですが、地元の方による管理運営ということを言ってみえました。地元の方が管理

して、使い勝手のいいように運営をするということはとてもいいことだと思うのですが、この

管理運営という面に関しては、よほどきちんとした理解をいただいて、そういう運営がなされ

ていくようなお手伝いも行政がしていかないと、今までの例からいっても、なかなかうまくい

かなかったという例もありますので、その辺に対するフォローというものをどう考えてみえる

か、このあたりを再質問としてお伺いしたいと思います。よろしくお願いいたします。 

議長（加藤保郎君） 

 総務部長 寺本公行君。 

総務部長（寺本公行君） 
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 それでは、安藤議員の再質問に答えさせていただきます。 

 質問は４つに分かれていたと思います。 

 まず１つ目ですが、上之郷小学校につきましては、現在地域防災計画で避難所の指定になっ

ておりますので、同じ地区にあります上之郷中学校のほうとあわせて、被災住民の避難所とし

て開放を予定しております。 

 今回建設するＪＡの跡地のほうは、一部被災住民の受け入れも検討しておりますが、主とし

ましては、緊急支援物資及びボランティアの受け入れの拠点施設というふうに考えております。 

 そういった中、建設候補地が御嵩町の東側にあるということで、大きな地震が起きた場合、

道路の寸断が予想されるが、その対応はということでございますが、確かに災害時においては、

どのような事態が発生するかしれません。議員の言われるように、国道21号線各所で寸断され、

通行不能は当然考えられると思いますが、ただ、この国道21号につきましては緊急輸送道路と

いうことになっております。どういうことかといいますと、大きな災害が起きた場合、緊急支

援物資、さらには緊急援助隊の通る重要な道路として、災害復旧の上ではまず優先的に復旧す

るという道路でございます。そういう形ですので、国なり、各外部団体の協力を得ながら早期

に復旧ができるものかと思っておりますが、ただ、発災後すぐに復旧できるとは考えておりま

せん。そういった場合は、当然脇道として町道の現状を把握して、迂回できる道があれば、そ

れを迂回させることによって、例えばＪＡの跡地のほうで緊急物資が来たら、その迂回路を通

じてこの御嵩町の中心部に運んでくる。そういった臨機応変な対応が必ず必要になってくると

いうふうには考えております。 

 ３点目でございますが、ＰＴＡなどの会合に出向いて意見を聞くということで、まさにそう

いうのも一つの手法だと考えております。私の答弁にもありますように、行政から一方的に説

明しただけで、じゃあ意見をといっても、なかなか意見が言いづらいということは昨年行いま

した上之郷のほうでも、地元の方からそういうお声を聞いております。そういうのを踏まえて、

今後業者と図りながら、地域住民の方が発言しやすいような雰囲気、そういった形式をもって

住民意見を聞いていくというふうには考えております。 

 さらに、最後で４点目でございますが、地元管理を考えているという私の答弁でございまし

た。 

 議員の言われるように、なかなか筋道を立ててやっていかないと、うまく成功しないという

ことでして、当然行政としてもサポートしていきますし、地元管理だからあとは知らないとい

うことは決してありません。そこら辺を管理運営できる団体、もしくは住民の方と相談の上、

協議をしながら……。 

〔発言する者あり〕 
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議長（加藤保郎君） 

 暫時休憩とします。 

午後１時25分 休憩  

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

午後１時35分 再開  

議長（加藤保郎君） 

 休憩を解いて再開します。 

 総務部長 寺本公行君の答弁中でしたので、再開します。 

 総務部長 寺本公行君。 

総務部長（寺本公行君） 

 それでは答弁とさせていただきます。 

 安藤議員からの再質問の４点の最後、４点目でございますが、ＪＡ跡地につくります防災複

合施設の施設管理を地元団体にこれから考えていきたいという答弁に関しまして、議員が心配

されるように、強制とか、そういうことは全然考えておりません。あくまで行政と地元がよく

話し合った上で地元管理をしていきたい。当然、その中では行政としてできる限りのサポート

はしていきたい。そういう形で、あくまで協力関係のもとで進めていきたいというふうに考え

ておりますので、よろしくお願いいたします。以上です。 

〔３番議員挙手〕 

議長（加藤保郎君） 

 ３番 安藤雅子さん。 

３番（安藤雅子君） 

 ありがとうございました。 

 住民と行政が力を合わせて一つのものをつくり上げていく、お互いが一番いい形を提案しな

がら話し合いができていくとうれしいなあと思っております。どうぞよろしくお願いいたしま

す。 

 御答弁、ありがとうございました。これで私の質問を終わります。 

議長（加藤保郎君） 

 これで、安藤雅子さんの一般質問を終わります。 

 続きまして、７番 伊崎公介君。 

 一問一答方式の申し出がありましたので、これを許可します。また、パネル等を活用しての

質問、答弁とのお申し出がありましたので、これを許可します。 

 さらに、本人体調不良のため、補助者として６番 山田儀雄議員にお願いします。 
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７番（伊崎公介君） 

 それじゃあお許しいただきましたので、６月議会一般質問を始めさせていただきます。 

 今回は水道事業会計の健全性ということと、それから補助金の交付状況という２点をお尋ね

しますが、補助金の交付状況については、単刀直入に私のほうも質問しますし、答弁のほうも

単刀直入にしていただければいいと思いますので、よろしくお願いします。 

 まず水道事業会計の健全性というところなんですが、水道事業会計は公営企業ですので、民

間企業と同じように複式簿記を使うと。ところが、公営企業ですから潰れちゃいかんというと

ころで、いろいろガードがかけてあると思います。例えば３条予算、４条予算というようなこ

とだとか、それから補填財源というものが最初から組み入れられているというようなところが

あると思いますが、まず平成22年、上之郷地区水道未普及地域解消事業が提案されたときに、

公営企業債の償還金額が今後年々減少すると。それから、内部留保資金が企業債残高を上回り、

将来必要となる大規模改修への備えができつつあると。それから、料金改定に対する一般会計

補助金を公営企業債元利償還に対する一般会計補助金に移行すれば、現段階と同程度の補助で

無水道解消が実現できるという理由で、水道未普及地域解消事業は無理のないものを考えると

いう説明をいただきました。 

 しかし、とはいうものの、100件未満の件数に対して10億円にならんとする事業であり、こ

れは議会も慎重な審議が必要と考え、特別委員会を立ち上げて審議を重ねてきました。当時の

担当職員は誠実に対応してくれたという印象を持ちながら、内部留保資金が、ここにもありま

すが、23年には７億円だったものが、30年には９億円程度に積み上がっていくということでし

たので、当時この特別委員会の委員長だった安藤議員が提出した一般会計からの補助金で企業

債償還ではなく、水道事業会計で償還するという修正動議に賛成したわけでした。 

 ところが、今回提出された御嵩町水道事業会計施設更新基本計画策定業務報告書には、27年

度の内部留保資金が３億5,000万円程度ということで、当初の計画の半分にも満たないわけで

す。これには少し唖然とさせられ、今回の一般質問につながったわけです。 

 これは、赤が22年、青が25年のシミュレーションなんですが、赤のほうは年々積み上がって

いく、青のほうは27年に一番底を打って、それからまたふえていくということなんですが、こ

れは27年から28年、29年、30年とふえていくというのは、県水の値下げの関係だと思います。 

 この無水道地域解消事業ですね、国の補助と一般会計の補助で補って、県水が値下がって、

なおかつ利益の積み上げである内部留保資金は、当時の見込みの半分にも満たないということ

なんですが、22年から25年のわずか３年です。これが利益の積み上げがこれだけ違ってくると

いうことになって、３億5,000万円程度で果たして、ちょっとした災害とか事故で対応できる

ものかと不安になるところなんです。 
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 多分こういうことを聞いても、そんなことはないよと言われるでしょうけれども、うがった

見方をすれば、これ22年のシミュレーション時には、これだけたまっていくんやで、無水道地

域解消事業は大丈夫だよと。今回は県水が下がったけれども、これから施設更新の時期を迎え

ておるで、もう下げられませんよと言われておるような気がしてならんのですが、その点につ

いては、先ほど言いましたように、大丈夫、そんなことないよと言われると思いますから、質

問としては入れておきません。 

 次の２点についてお答えを願いたいと思うんですが、まず１番目、22年から25年の３年間に

何があって、こうした変更につながったのか。それから２番目、元来、原価が下がれば値下げ

するのが当然だと思いますが、一旦下がった内部留保資金は、その後５億円程度まで回復しま

すが、さらに再び減少するという試算のようですけれども、今後、この会計の健全なあり方と

いうものをお示しいただきたいと思います。 

議長（加藤保郎君） 

 建設部長 奥村悟君。 

建設部長（奥村 悟君） 

 それでは、最後の質問になりましたけど、よろしくお願いいたします。 

 伊崎議員の御質問にお答えします。 

 私への質問は、水道事業会計の健全性についてであります。 

 まず、議員におかれては、平成22年度当時、議会の無水道解消対策特別委員会委員として、

上之郷東部５地区の解消に向けて、安全・安心な生活をする上で必要不可欠な上水道の普及は

重要課題であり、上之郷地区水道未普及地域解消事業は水道インフラの地域間格差是正のため

に必要なもので、事業を進めていくべきものとの認識の中で、10回に及ぶ調査・研究により活

発な御審議をいただきましたことにつき、この場をおかりしましてお礼申し上げます。 

 さて、１つ目の質問の、22年から25年の間に何があってこうした変更につながったかは、１

つに、22年度にお示しした財政シミュレーションでは、上之郷の水道未普及地域の整備を、当

初全体事業費を９億7,000万円と算定し、企業債を２億6,000万円借り入れして事業を進める予

定でありましたが、一般会計からの未普及地域対策基金を25年度までに１億1,280万円の繰り

入れ、事業の精査や入札差金により、現段階では事業費が約１割程度減る見込みなど、財源確

保に努めたことにより、企業債を借りることなく事業を進めているところです。 

 もう１つは、毎年返しております企業債元利償還金を、24年度に公的資金補償金免除繰上償

還に係る公営企業経営健全化計画による対象額、22年度から24年度実施分約１億5,500万円を

内部留保資金で繰り上げ償還したことによるものです。このことにより、23年度以降11年間で

約3,100万円の利子負担を軽減できることになりました。さらに、25年度のシミュレーション
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では、39年度までの施設更新計画の費用を、できるだけ起債に頼らず、内部留保資金を財源に

したことであります。 

 ２つ目の、本来、原価が下がれば値下げするのが当然だと思うが、一旦下がった内部留保資

金は、その後５億円程度に回復した後、再度減少するという試算である。今後のこの会計の方

針を示していただきたい。このことは、内部留保資金のみに着目しないで、健全運営のために、

企業債残高との差に留意しています。起債を発行する場合は、特に次のことに留意します。 

 26年度において、水道事業会計へ一般会計から5,830万円の出資金を水道未普及地域解消事

業に対していただいていますが、その財源内訳は、地方債3,330万円と基金2,500万円です。地

方債は一般会計出資債といい、その元利償還金の２分の１について普通交付税措置がなされま

すので、大変有利な借り入れであると言えます。公営企業の企業債は、そういった措置があり

ません。したがって、内部留保資金が２億円ぐらいまで減ったときは運転資金が不足しますの

で、そのときはやむを得ず企業債を借りることはあっても、それ以外は借りないこととしてい

きます。その場合、内部留保資金に留意して計画を立てながら、施設の更新を行っていきます。 

 ここで伊崎議員がグラフをお示しいただきましたので、私のほうも用意しておりますので、

それで少し説明をさせていただきます。 

 まずこちらのグラフですが、これは以前、全員協議会などで説明した25年度の財政シミュレ

ーションをグラフにしたものです。 

 資本的収入と減価償却費を足したものが青のグラフです。これは、国庫補助金や工事負担金、

出資金が主なものになります。資本的支出が赤の棒グラフ、施設の拡張だとか建設改良費、つ

まり施設を新しくしたり、直すための工事費になります。折れ線グラフが内部留保資金になり

ます。内部留保資金の増減は、この収入と支出の差によるものです。収入よりも施設の改良工

事の費用が大きければ、内部留保資金は減ってきます。 

 22年度に計画を立てた未普及事業解消事業のときには、予定しなかった長谷の送水ポンプ場

などの施設改良工事ですね。ことしは共和台のポンプ場もありますけれども、それを集中的に

行うため、ここのグラフのように、26年度から28年度にかけて内部留保資金が大きく減ってい

ます。この赤の部分の建設改良費の資本的支出が26、27、28とかなり伸びておりますので、こ

の分、逆に内部留保資金が減っているという状況でございます。 

 ピーク時は33年度でありますけれども、その後、蓄えた資金で新設の配水池の整備などの施

設を統合して、安定した水道水の供給と災害に対しての安全性の強化など、効率化、重点化を

図る意味で、33年度以降につきましては大幅な施設の整備計画を立てております。その結果、

33年度以降は、赤のグラフですが、新設改良費、建設改良費がふえていき、当然内部留保資金

は減ってくるということで、39年度には内部留保資金は2.3億円ぐらいになるというようなグ



－８６－ 

ラフでございます。建設改良費、資本的支出がふえれば、当然内部留保資金も減ってくるとい

うようなグラフになっていますので、これでいきますと、グラフでよくわかるかと思います。 

 もう１枚のグラフでございますけれども、こちらについては、先ほど伊崎議員がお示しいた

だいたグラフを私も同じようにつくってみました。赤が22年度のシミュレーションのグラフ、

ブルーは25年度にお示ししたシミュレーションのグラフでございます。 

 先ほど述べさせていただきましたけれども、内部留保資金だけに着目しないで、この下、ち

ょっと出しますけれども、企業債残高が下のグラフになりますが、企業債残高に着目をしてい

ただきたいと思います。この下の段が企業債残高のグラフであります。 

 22年度の財政収支計画では、先ほど言いましたけれども、これに２億6,000万円の借金を予

定しておりました。しかし、この借金を、先ほど言いましたように、借りませんでしたので、

25年度の計画では借金が少なくなっているという状況でございます。結果として、30年度の借

金の額は、22年度の計画では約３億9,000万円ぐらいですけれども、25年度の計画では１億

5,000万円ほどということになります。といったことで、経営の健全化を図っていくというこ

とであります。 

 伊崎議員も、当時22年度にお示しした財政収支計画、この内部留保資金の欄の下に企業債残

高が出ておりますので、それを一度ごらんになってください。お願いいたします。 

 昨年の夏に、長岡の送水ポンプ場で施設の老朽化による大事故が発生しました。職員、業者

ともども徹夜の不眠不休の作業のおかげで約1,200戸の断水を回避することができました。一

たび断水すれば、末端の家庭まで水が通常のように出るまでに、管の水張りなど２週間は覚悟

しなければなりません。水道施設の老朽化対策については、費用が多く要ることも町長も危惧

しており、ほかの自治体に比べて本町の水道施設には大きな特徴があり、東西に流れる可児川

を中心として南と北に丘陵地があることから、ポンプ施設や配水施設など、古い施設が多いこ

とも一つの要因です。このことは、町長も25年12月定例会の谷口議員の料金値下げの一般質問

に関連して答弁しております。 

 また、ついこの前ですけれども、５月24日の土曜日の深夜１時ごろに、可児川の渕之上橋に

かかる水道管、材質は鋼管で口径は150ミリでしたが、老朽化で腐食し、破損しました。管の

亀裂から大量の水が高さ30メートルにまで噴き上がりました。近所の方からいち早く通報をい

ただき、職員が駆けつけ作業に当たり、事なきを得ました。管は昭和53年に施工されたもので、

36年経過し、管の至るところに腐食が見られました。この事故を受けて、可児川の橋にかかる

水道管15カ所の緊急点検を行ったところです。 

 このように、施設の老朽化は日ごとに進んでおり、その場限りの応急処置ではなく、施設へ

の大手術が必要な時期が迫っております。このたびの施設更新計画も、老朽化に対応した計画
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的な整備方針であります。これは、今ある施設をそのまま更新するだけではなく、維持管理費

を抑制するため、できるだけ少ない施設で給水できるよう、施設の統廃合、ダウンサイジング

を含めて計画が策定されています。 

 安全で安心な飲用水を絶え間なく住民に提供し続けるには、なくてはならない一大事業であ

ります。当然多額の費用と期間を必要とします。それには、長期的な視野に立って計画的、効

率的に実施し、財源についても補助金などの優良財源の確保に努め、内部留保資金を活用する

ことで起債を抑制し、今あるツケを後世に回すことなく、後年度に要るともしれない費用負担

を可能な限り軽減していきたいと考えています。 

 以上で、私の答弁とさせていただきます。 

議長（加藤保郎君） 

 町長 渡邊公夫君。 

町長（渡邊公夫君） 

 伊崎議員の御質問、質問ではないというようなことをおっしゃいましたが、看過できない部

分があります。言いっ放しでも、例えば１期目の議員さんには全く理解できないということに

なりかねませんので、私も無水道についての解釈の仕方について確認をさせていただきたいと

思っております。 

 公営企業の性質というものは、伊崎議員もおおむねわかっておみえになるようですけれど、

私も議員を12年やりましたけれど、私の立場は、内部留保資金が余りにも膨大に積み上がって

いくということに関しては、水道料金が高いからじゃないのか。基本的には利益という表現を

使われたわけでありますけれど、この内部留保資金というのは、基本的には償却資産があるか

ら、その分を積み上げていきましょうということで、水道料金を設定する際に、計算上入れて

いくものであります。これが一方的にたまっていくということは、水道料金がシンプルに考え

れば高いということであります。つまり内部留保資金だけを注目したとするなら、水道料金を

下げろという議論をするのが私は議員の立場であるというふうに考えて、議員活動をしてまい

りました。こういう場でも、随分行政とやり合った経験がございます。 

 そういう思いからいきますと、内部留保資金が余りに大きくたまるのであれば、これは何か

をサボっている。つまりは、施設の老朽化に対して、何か起きない限り手当てをしないという

ことにつながるのではないかということで、大変懸念をしておりました。私も、今の立場から

いけば、当然住民の側に立つという立場でありますので、少なくとも内部留保資金は施設の更

新等々に使っていくべきものだと思っております。何年か先には、９億を超えて10億という数

字になるというようなシミュレーションでありましたけど、当然大きな施設の更新をしていけ

ば、その分内部留保資金は減っていくというのが当然のことであります。したがって、今回こ
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うしたシミュレーションをまた示されたわけでありますけれど、何ら違和感がないと思ってお

ります。 

 無水道について、久々に安藤さんの名前も出ましたけど、伊崎議員がそのときに賛成をされ

たことも私は記憶しておりますけれど、これは解釈としては零点であります。仕組みを理解し

ないと、そうした無責任な提案がされてしまうということであります。 

 私の言う数字、これは0.97を掛けていただければいいわけでありますし、最終的に工事が完

了した場合、またそれに0.9を掛けていただければ、よほどレアな数字になるかと思いますけ

れど、まず総事業費が約10億円として計算をしていきます。公営企業であれど、将来的にその

投資金額がペイできないような事業はやらないというのが大前提であります。 

 水道未普及地域に対して、歴代の水道課の課長は大変消極的というか、一切積極的にはなら

なかったというのが、経営者でありますので、水道課長は積極的には絶対にならないという歴

史があります。これに対して、では憲法第25条で保障されている全ての国民は、健康で文化的

な最低限の生活を営む権利を有していると、これがかなえられるのはどういうことか。これを

かなえるためには、一般会計を政策として取り入れていくより仕方がないということで、仕組

みもそうできております。一般会計でやることによって４億円、40％の補助金がつきます。 

 先ほど部長が言いましたように、総事業費の３分の１、約３億3,000万に対して、地方交付

税の措置が50％、これは金利も含めてであります。つまり、伊崎議員がおっしゃった一般会計

から借り入れてやればいいじゃないかという話にしますと、これらの補助金も交付税措置も一

切ございません。したがって、町民に対しておおむね６億円の損失を与えるという考え方にな

ります。これは私はくみすることができない、愚かな選択になると考えております。したがっ

て、無水道地域に対しての手当ては、私は正しいと考えておりますし、これしかなかったとい

うふうに思っております。 

 合計でいいますと、７億3,000万の財源ができたわけであります。２億6,000万、若干違いま

すけれど、２億7,000万の財源がどこでつくられるかという問題であります。基金として１億

2,000万余りを積み上げておりましたので、一般会計からその基金での補助を出したというこ

とになります。残りは１億5,000万。ここは、私はむしろ水道課長を褒めてやってほしいとい

うふうに思うのは、借金をすれば金利が発生してきます。これを抑制し、なるべく借金をする

時期をおくらせていくことによって、一年でも二年でも金利を払わなくてもいい財源に頼ると

いうことをしております。たかだか数十万ではありません。大切な数十万も無駄にはしていな

いということで、課長の発想でそのような財源の求め方をしているということであります。 

 内部留保資金についても、先ほど申し上げたように、今後も当然大きな事業を展開すれば減

額していきますけれど、毎年使っていけば、当然水道料金の中から、償却資産として計上され
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ていますものについては積み上げてもいきますので、行政のシミュレーションというのは、大

体が最悪の状態を想定していくということであります。今後、内部留保資金が、県や国にお聞

きしてみると、御嵩町の水道の規模、２億円は切ってはいけないという話であるそうですので、

その２億円を切らないように配慮しながら、公営企業債、必要であるとしたなら借り入れて展

開をしていきたいというふうに思っております。 

 今のところは何とかしのいでいけると計算でおりますけれど、先ほど部長が答弁しましたよ

うに、大変な事故も起きておりますので、これからしっかりと老朽化を見据えながら、もった

いないという気持ちもどこかで捨てながら、施設の更新については考えていきたいと考えてお

ります。 

 谷口議員の質問、昨年の12月ですか、ありましたように、町民の皆さんに申しわけありませ

んけれど、今後の展開を考えますと、県水の原水費が仮に下がったとしても、水道料金を下げ

るということは今のところ考えてはおりません。この時代に生きる者として、将来にしっかり

としたものを手渡していくというのが我々の責任であるかと思いますので、その点についても

御理解をいただくことをお願いしまして、私の答弁といたします。以上であります。 

〔７番議員挙手〕 

議長（加藤保郎君） 

 ７番 伊崎公介君。 

７番（伊崎公介君） 

 ２人には丁寧に御説明いただいたことを感謝申し上げます。 

 ただ、原価が下がったのに売り値は同じというのは、大抵競争の世界では生き残っていけな

いものですし、何かおかしな原理だなというように感じました。 

 それからもう１つ、これ九十七、八件で計画されて、今六十数件と聞きますけれども、余り

にこの件数が減ってくると、４億円の国庫補助を受けているが、それが会計検査院でとめられ

るということになったら、これは払っていかなきゃならんものですから、そういう面からも、

できるだけ件数が少なくならないようにやっていただきたいと思います。そして、やはり何回

も言われていたように、より効率化して、一円でも二円でも下げるように努力していただきた

いということを述べさせて、こちらについては終わらせていただきます。 

 それじゃあ、続いて次の補助金交付状況というところで、これはさっきも言いましたように

単刀直入にやっていきます。 

 御嵩町補助金交付規則第14条第２項には、「町長は、前項の規定にかかわらず、補助金等の

交付の目的を達成するために必要があると認めるときは、補助金等の概算払い、または前払い

により交付することができる」とあるが、華ずしへの地域づくり施設整備交付事業の補助金交
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付がこの例に沿ったものかということをお聞きしたい。それからもう１つ、そうであるならば、

申請はいつなされて、審査はいつ行ったのかということをちょっと単刀直入にお聞きしますん

で、お願いします。 

議長（加藤保郎君） 

 総務部長 寺本公行君。 

総務部長（寺本公行君） 

 それでは、伊崎議員の華ずしへの補助金交付状況に関する御質問にお答えします。 

 御嵩町補助金交付規則に基づき、華ずしへ補助金交付をしたかとの御指摘でございますが、

当該補助金は御嵩町補助金交付規則ではなく、御嵩町地域づくり施設整備助成金交付事業実施

要綱に基づく補助金であることを、答弁に先立ち申し述べさせていただきます。 

 なお、以降の説明は、単に要綱とさせていただきます。 

 この地域づくり施設整備助成金交付事業は、要綱第１条の趣旨にあるように、御嵩町の活性

化を図るため、創意と工夫にあふれた自主的及び主体的な活動を行う団体の施設整備に助成金

を交付するものであります。 

 助成金の財源はふるさとふれあい振興基金を活用しており、平成20年度より、この基金の原

資の一部に一般財団法人民間都市開発推進機構からの住民参加型によるまちづくりファンド支

援事業の拠出金3,700万円も含め、住民が主体となった活動を行うために必要な施設整備に対

して補助をしてきました。これまでに７件の補助を行っており、平成20年度にはみたけ庵と駅

前の観光案内看板の整備、21年度は伏見地区ふるさとづくり活動センターの拠点整備と御嵩地

区の中山道通りの街路灯整備、24年度には願興寺境内、旧観光案内所跡の建物を改修整備され

たみたけ茶屋と御嵩駅前に整備した太陽光発電を利用したレンタサイクル駐輪場の整備、そし

て今回、みたけ華ずしの拠点整備も含めて、計７つの団体に補助金を出してきました。参考ま

でに、民間都市開発推進機構からの拠出金につきましては、平成25年度末で約2,000万円を保

有しております。機構側からも、できるだけ早目に、かつ有効に使ってほしいといった話も来

ておりますので、今後も住民が主体となった地域づくり、まちおこしに有効な施設整備に対す

る助成をしてまいりたいと思っております。 

 それでは、平成25年度における華ずしに係る補助金申請から交付までの一連の事務処理過程

を説明させていただきます。 

 この施設整備につきましては、平成25年７月ごろ、旧たんどこが使用されていた古民家賃貸

の話がまとまり、地域づくり施設整備助成金を活用したいという話をいただきました。それ以

降、補助金交付申請に向けて建築業者と調整がなされ、昨年11月20日付で華ずしから、要綱第

６条に基づく地域づくり施設整備助成金交付申請書を受理しました。要綱第７条第１項の規定
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による補助金申請の審査機関である御嵩町ふるさとづくり検討委員会が翌11月21日に行われ、

この審査を経て、11月29日付で助成対象経費の10分の９、金額にして450万円の交付決定を行

ったものであります。 

 なお、要綱第14条で前金払い及び出来高払いの規定がございますが、みたけ華ずしの会から

これらの請求はなく、事業完了後に提出された実績報告書の検査、確認を経た後、全額450万

円を一括で交付しております。 

 みたけ華ずしの会におかれましては、食とおもてなしを通しての御嶽宿・御嵩の再生をテー

マに平成19年より活動を始められ、平成22年度の地域づくり活動助成終了後も、町内のみなら

ず、積極的に町外、県外への講習会に出向くなど、活発な活動をしてこられました。平成24年

には産業観光まちづくり大賞の特別賞受賞や、長良川サービスエリアにおけるレストランメニ

ュー化など、御嵩町のＰＲに大きく貢献いただいているところであります。また、御嵩町、御

嶽宿の来訪者をふやすため、団体の自由な活動をするために欠かせない活動拠点を長い間探し

てこられましたが、このたびやっと念願かないましたので、今後はますます活動を広げられ、

御嵩町、御嶽宿の活性化のために頑張っていただけることを期待しております。 

 以上で答弁とさせていただきます。 

〔７番議員挙手〕 

議長（加藤保郎君） 

 ７番 伊崎公介君。 

７番（伊崎公介君） 

 とても単刀直入にお答えいただき、ありがとうございました。 

 それじゃあ終わらせていただきます。 

議長（加藤保郎君） 

 これで、伊崎公介君の一般質問を終わります。 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

  散会の宣告 

議長（加藤保郎君） 

 以上で本日の日程は全部終了しました。 

 次の本会議は６月13日午前９時からの開会予定としますので、よろしくお願いします。 

 これにて散会いたします。御苦労さまでした。 

午後２時15分 散会  
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